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１．基本的な事項 

 

（１）市の概況 
ア 自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要 

①  自然的条件 

弘前市（以下「本市」という。）は、青森県の西南部に位置し、総面積 524.20 ㎢の内陸型

地域で、東に奥羽山脈の八甲田連峰を望み、西に「津軽富士」と呼ばれる青森県最高峰の霊

峰岩木山を有し、南には、秋田県にまたがり世界遺産に登録されている白神山地が連なり、

山々に抱かれた平野部においては、白神山地に源を発し、やがては十三湖を経て日本海へ注

ぐ県内最大流域面積の一級河川岩木川が、約 30㎞におよび緩やかに北流しており、この岩木

川には平川、浅瀬石川が合流し、その流域の肥沃で広大な津軽平野では県内屈指の穀倉地帯

を形成しています。また、平野周辺部の小高い丘陵地帯には、青森県産のりんごの約 4 割を

生産する樹園地が 86.98 ㎢にわたり広がっています。さらに、その地域を取りまくように山

林地帯が伸び、緑豊かな自然環境に恵まれています。 

旧相馬村区域は市域の西南部に位置し、東西11㎞、南北14㎞とほぼ長方形で面積103.54㎢

を有し、河川流域の平坦部に水田が開け、丘陵地域はりんご園、高地は森林地帯となってい

ます。 

季節の移り変わりがはっきりし、桜や紅葉など四季折々の美しい津軽の自然を満喫できま

すが、積雪の度が特に高く、自動車の交通が長期間途絶するなど、住民生活に著しい支障が

生じる地域として「特別豪雪地帯」の指定を受けている地域でもあります。 

 

②  歴史的条件 

本市は、初代弘前藩主津軽為信が慶長8年（1603年）に高岡（後の弘前）の地に町割りを行

って以来、弘前藩10万石の城下町として約400年の歴史を刻んでいます。 

明治4年の廃藩置県で弘前県となりましたが、その後に青森県となり、明治22年には全国30

市とともにいち早く市制を施行しました。 

昭和24年には官立弘前高等学校と、青森師範学校及び青森医学専門学校を母体に国立弘前

大学（現国立大学法人弘前大学）が設置されたほか、現在は私立大学3校をはじめ幾多の学校

があり、東北屈指の学園都市であります。また、弘前公園で開催される弘前さくらまつりと

弘前城は全国的にも知られており、それらを代表とする数々の文化財と恵まれた自然環境か

ら文化都市・観光都市として認知されております。 

平成 18 年 2 月 27 日には、岩木町、相馬村と合併し、新「弘前市」が誕生しました。合併

協議会で策定した「新市建設計画」を踏まえつつ、社会経済環境の大きなうねりに適時適確

に対応し、現在は市の最上位計画である「弘前市総合計画」に基づき、施策を展開していま

す。 

歴史を振り返ると、旧相馬村区域は早くから開けた土地で、先住民の遺跡や伝承が数多く

残っています。平安時代、大同 2 年（807 年）坂上田村麻呂が東征の折、旧相馬村区域にも

戦乱が及び、相馬山の蝦夷討伐に功績のあった首長を葬ったという石堂塚の伝説が今に伝え

られています。 

鎌倉時代、元弘 3年（1333 年）、時の執権北条高時が勤皇軍に破れて鎌倉幕府が滅び、そ
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の重臣が奥羽津軽に逃げ落ち、最後に籠城したのが現在の藤沢地区にその跡がある持寄城だ

と言われています。 

その後、建武 2年（1335 年）頃にはこの落人の一部が住みつき田畑を開いたと言われ、村

と中央との交流が行われたのはこの頃からとされています。 

明治 4 年の廃藩置県によって、湯口・黒滝は第三大区第二小区に、相馬・紙漉沢・五所ほ

か6地区は第三大区第四小区に属しました。その後、明治11年にはこの大小区制も廃止され、

戸長役場が統括するようになり、明治 22 年町村制の施行によって、湯口・黒滝・五所・水木

在家・紙漉沢・坂市・藤沢・相馬・大助・藍内・沢田の 11大字をもって相馬村と命名し、役

場を五所に置きました。 

昭和 8年、舟打鉱山の発展に伴って、行政区に舟打地区を加え、昭和 22年地方自治法施行

とともに、大字相馬の区域から山田、前相馬、桐ノ木沢の 3 地区が独立し 15 行政地区に区画

されていましたが、同 37 年 9 月、貿易自由化の影響による同鉱山の閉山とともに舟打地区は

除外されました。 

そして、昭和 56・57 年の村営住宅建設により安田地区を、また平成 9・10 年には宅地造成

により誕生した昴地区を加え、16の行政区となりました。 

近年、時代の潮流とともに農業を基幹産業とする旧相馬村区域にも農業後継者不足や少子

高齢化などによる人口減少が加速し、行政ニーズの多様化・高度化、地方分権の進展、厳し

い財政状況など、環境の変化に対応するため、平成 18 年 2 月 27 日に弘前市、岩木町と合併

しました。 

 

イ 過疎の状況 

① 人口等の動向 

市全体の人口は、平成 27（2015）年 10 月 1 日現在（国勢調査）で 177,411 人、世帯数 71,152

世帯となっています。 

   一方、旧相馬村区域の人口は、昭和 35 年において 5,701 人でしたが、昭和 50 年には 4,060

人、平成 2 年には 3,955 人、平成 17 年には 3,840 人、平成 27 年には 3,288 人と減少を続け

ています。 

最も減少率が大きい時期は昭和 35 年から昭和 40 年の間であり、昭和 8 年来、亜鉛と鉛を

生産していた舟打鉱山が昭和 37 年に閉山し、その従業員と家族のおよそ 800 人が村外に転出

したことによるものです。反面、昭和 55 年から昭和 60 年にかけての増加は、昭和 56・57

年の 2 か年で実施した村営住宅（4 棟、52 戸）の建設によるものであり、また、平成 7 年か

ら平成 12 年にかけての増加は、平成 9 年から 10 年にかけての宅地造成（103 区画）による

ものです。 

最も大きな過疎化の原因は、舟打鉱山の閉山による人口の流出及び高度経済成長期におけ

る中卒者の集団就職をはじめとする若年労働力の流出であり、加えて出生率の低下による影

響も大きいと考えられます。 

 

② 過疎法等による対策 

旧相馬村区域は、過疎地域対策緊急措置法に基づき、昭和 45 年に過疎地域として告示さ 

れ、以降、様々な過疎対策事業を展開してきました。 

     農業生産の基盤であるりんごについては、生産性を高めるため県営事業を活用し、幹線農

道等や集出荷施設等の整備を進めてきました。稲作については、生産性向上や生産コストの
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逓減を図るため、圃場整備や用排水路等の整備等を進めてきました。 

     商工業については、就業機会の確保に向けた企業誘致を図り、他地域への流出を抑制する

対策を行ってきました。 

     観光については、「星と森のロマントピアそうま」を中心とした整備により、交流人口の

増加と滞在型の観光振興等に取り組んできました。 

     交通通信体系については、主要幹線道の道路改良や集落間を結ぶ村道、幹線道路へのアク

セス道路の整備等を行うとともに、冬期間の交通確保を図るため、除雪機械の整備や防雪柵

の設置などを実施してきました。 

     生活環境については、簡易水道、公共下水道及び農業集落排水の整備のほか、消防施設の

整備等により、安全で快適な市民生活の確保を図ってきました。 

     福祉については、検診や健康教室等のほか、高齢者福祉の充実を図る拠点である老人福祉

センターを建設したほか、保育所の整備や住民が安らぐことができる温泉入浴施設を整備し

てきました。 

     医療については、国保診療所の整備を行い、医師１名、看護師 2 名により内科診療を行っ

てきました。 

     教育文化については、児童生徒の減少による小学校の統合に伴い、施設建設やスクールバ

スを整備したほか、中学校校舎等の老朽化による施設改築等を行いました。また、地域間に

おける交流やコミュニティ活動の拠点となる公民館等の整備を行いました。 

 

③ 現在の課題と今後の見通し 

     これまでの過疎対策においては、非過疎地域との格差是正に向けて、社会基盤整備を重点

的に実施してきました。しかしながら、社会全体の人口減少や少子高齢化の加速、自治体に

おける厳しい財政状況等を背景に、地域産業を担う人材の確保、地域経済の活性化、交通機

能の確保及び向上、医療提供体制の確保、教育環境の整備、農地、森林等の適正な管理等が

喫緊の課題となっています。 

     旧相馬村区域における人口減少の流れは今後も続くと考えられ、地域活力の低下が懸念さ

れますが、一方で本区域には多彩で豊富な文化や資源があり、こうした地域資源を活用する

ことにより、人口減少の流れを少しでも穏やかにし、本区域を含む本市全体が持続すること

が可能になるものと見込まれます。 

 

ウ 社会経済的発展の方向の概要 

    旧相馬村区域の産業別人口（平成27年）の構成比からみた産業構造は、第一次産業は50.1％、

第二次産業は 14.4％、第三次産業は 35.5％であり、また、第一次産業の大部分を農業が占めて

いることから、農業が基幹産業となっています。 

    旧相馬村区域には、先人から受け継いだ広大な農地、水、環境があり、安全・安心かつ高品

質な競争力を持ったブランド農産物が生産されていますが、人口が減少し、農業従事者の減少

も見込まれるなか、地域が今後も活力を持つためには、さらなる農業振興が必要です。 

 そのためには、地域ブランドのさらなる強化を図るとともに、地元の生産者、加工・販売業

者の連携促進による 6次産業化を推進する必要があります。 

 そして、旧相馬村区域がさらなる産業振興を図り、本市全体が活力を持ち続けるためには、

「青森県基本計画『選ばれる青森』への挑戦」に掲げる目標や政策・施策と整合性を図ってい

くことも重要です。特に、中南地域の目指す姿である、「高付加価値農業」「感動劇場」の舞
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台を創り上げる観光産業などの実現に向け、近隣市町村と連携しながら「スマート農業の推進」

や「感動劇場」の舞台づくりに取り組んでいきます。 

 

（２）人口及び産業の推移と動向 

ア 人口 

本市の平成27年国勢調査時における人口は177,411人で、平成17年からの10年間では11,632

人、割合では6.2％減少しています。 

旧相馬村区域の人口は、平成 27 年国勢調査において 3,288 人となっています。昭和 50 年の

4,060 人から平成 27 年の 40 年間で 772 人（△19.0％）と大幅に減少しています。 

また、世帯数も昭和 50年の 1,053 世帯から平成 27 年には 973 世帯（△80 世帯）と減少して

います。昭和 56・57 年の 2 か年にわたる村営住宅の建設により 52 世帯が増加し、そして平成

9・10 年の宅地造成により、平成 27 年度までの間に 94 世帯が増加したものの、回復には至っ

ていません。 

国立社会保障・人口問題研究所では、本市の人口は 2045 年（令和 27 年）に 120,919 人まで

減少すると推計していますが、弘前市人口ビジョンでは、「第 2 期弘前まち・ひと・しごと創

生総合戦略」に基づき今後 5 年間にわたり各種の施策に取り組み、人口減少対策や自然動態、

社会動態の改善を図った場合の人口は、2045 年（令和 27 年）の段階で 127,702 人になると推

計されています。 

 

●人口の推移(国勢調査) 

  《旧相馬村区域》 

  《弘前市全域》 

昭和35年

実数 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率

1,937 903 △53.4 709 63.4 538 △72.2 353 △81.8

3,463 2,709 △21.8 2,623 △24.3 2,279 △34.2 1,879 △45.7

1,494 880 △41.1 708 △52.6 562 △62.4 402 △73.1

301 448 48.8 623 107.0 1,023 239.9 1,056 250.8

平成2年 平成17年 平成27年
区分

昭和50年

-

人

5,701

人

4,060

％

△28.8

人

3,955

％

△30.6
総数

0歳～14歳

15歳～64歳

65歳以上（b）

(a)/総数

若年者比率
-

％

26.2

％

21.7

％

17.9

％

14.6

％

12.2

％

5.3

％

11.0

％

15.8

％

26.6

％

32.1

(b)/総数

高齢者比率
-

--

うち15歳～29歳（a）

人

3,840

％

△32.6

人

3,288

％

△42.3

- -

-

昭和35年

実数 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率

55,363 42,634 △23.0 34,703 △37.3 25,051 △54.8 19,410 △64.9

108,647 123,705 13.9 130,750 20.3 120,732 11.1 105,062 △3.3

47,196 45,344 △3.9 39,480 △16.3 33,401 △29.2 26,718 △43.4

8,339 15,226 82.6 25,591 206.9 43,199 418.0 51,830 521.565歳以上（b）

(a)/総数

若年者比率

平成2年 平成17年 平成27年
区分

昭和50年

％

27.4

％

25.0

％

20.6

％

17.7

％

15.1

うち15歳～29歳（a）

- - -

- -

(b)/総数

高齢者比率
-

--

総数

0歳～14歳

15歳～64歳

人

172,349

人

181,565

人

191,217

％

10.9

人

189,043

％

9.7

％

2.9

人

177,411

％

5.3

％

4.8

％

8.4

％

13.4

％

22.9

％

29.2

※人口総数には年齢不詳も含まれるため、年齢別の合計と一致しません。 

※増減率は昭和 35年と比較しています。 

(出典：国勢調査) 
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人口・年齢区分別人口の社人研による推計 

 

 

人口の推移と将来展望 

    ※2015（平成27）年までの人口総数には年齢不詳も含まれるため、年齢別の合計と一致しません。 出所：国勢調査

(5.3%)

(16.7%)

（うち75歳以上の老年人口割合）

(26.3%)

13.4%

高齢化比率

老年人口割合（65歳以上）
32.2% 42.3%

68.4%

生産年齢人口割合57.5%
48.9%

18.2%

年少人口割合10.3% 8.8%0%

20%

40%

60%

80%

年代別割合の推移

10,192 12,016 14,849 19,529 23,843 26,601 28,380 32,479 34,461 34,895 34,702 33,56615,399 19,435 23,105 23,670 22,558 25,229 26,274 23,603 22,241 21,204 20,933 20,429

130,750 130,944 126,925 120,732 113,183 105,062 97,499 90,597 83,418 76,670 69,028 62,445

34,703 31,465 28,251 25,051 21,829 19,410 17,514 16,098 14,936
13,804

12,481
11,262

191,217 194,197 193,217 189,043 183,473 177,411
169,667 162,777

155,056
146,573

137,144
127,702

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

(H2) (H7) (H12) (H17) (H22) (H27) (R2) (R7) (R12) (R17) (R22) (R27)

（人）

75歳以上の老年人口 65～74歳の老年人口 生産年齢人口（15～64歳） 年少人口（０～14歳）

将来展望人口の推移人口総数

                                            

●人口の見通し 

 出所：国勢調査、弘前市人口ビジョン 
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イ 産業 

本市の産業別人口の推移をみると、昭和 35 年は、第 1次産業が 52.7％とほぼ半数を占めて 

いましたが、その後、就業構造が大きく変化し、平成 27 年では、第 3 次産業が 67.7％と、就 

業人口全体の 3分の 2を占めています。 

一方、旧相馬村区域についても、昭和 35 年と比較して産業構造は大きく変化し、第 3次産業 

の占める割合が増えていますが、第 1次産業の割合は依然 50％を超えていることから、区域に 

おける主要な産業として位置づけられています。 

 このように、旧相馬村区域では、第１次産業が主要な産業ではあるものの、従事者の多くが 

高齢者であるため、このまま少子高齢化が進行すると、さらに就業者数が減少し、地域の活力

低下につながることが懸念されます。 

 

●産業別就業人口の推移 

(旧相馬村区域) 

昭和35年

実数(人) 実数(人) 増減率(%) 実数(人) 増減率(%) 実数(人) 増減率(%) 実数(人) 増減率(%)

総　数 3,162 2,378 △ 24.7 2,356 △ 25.4 2,383 △ 24.6 1,907 △ 39.6

第1次産業

就業人口
2,593 1,778 △ 31.4 1,475 △ 43.1 1,313 △ 49.3 956 △ 63.1

第2次産業
就業人口

316 256 △ 18.9 365 15.5 325 2.8 274 △ 13.2

第3次産業

就業人口
253 344 35.9 516 103.9 745 194.4 677 167.5

区　分
昭和50年 平成2年 平成17年 平成27年

 

 

(弘前市全域) 

昭和35年

実数(人) 実数(人) 増減率(%) 実数(人) 増減率(%) 実数(人) 増減率(%) 実数(人) 増減率(%)

総　数 79,667 85,825 7.7 92,921 16.6 89,827 12.7 80,137 0.5

第1次産業
就業人口

41,985 27,609 △ 34.2 21,584 △ 48.5 15,853 △ 62.2 12,316 △ 70.6

第2次産業

就業人口
8,524 13,469 58.0 17,666 107.2 15,330 79.8 13,579 59.3

第3次産業

就業人口
29,158 44,747 53.4 53,671 84.0 58,644 101.1 54,242 86.0

区　分
昭和50年 平成2年 平成17年 平成27年

 

※各年の増減率は、昭和 35年と比較したものです。                  (出典：国勢調査)   
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（３）行財政の状況 

ア 行政の状況 

平成 18 年 2 月 27 日の合併以降、最小の経費により最大の効果が発揮できるよう、組織や事

務事業の見直しや民間委託の推進等、様々な行政改革の取組を行ってきました。 

今後も多様な行政ニーズに適切かつ柔軟に対応できる執行体制、適正な定員管理の徹底、そ

して人事評価制度及び職員研修の充実などによる職員資質の向上を図ることで、積極的かつ透

明性の確保された費用対効果の高い行政運営に努めることとします。 

特に、職員資質については、行政サービスのデジタル化を受けて、AI や RPA 等を活用した業

務の効率化や国の標準仕様に準拠した各システムの導入に対応できる人材の確保・育成が必要

です。 

   

イ 財政の状況 

本市の財政規模について、普通会計における令和元年度の歳入歳出の決算額は、歳入が 789.4

億円、歳出が 783.4 億円となっています。歳入全体に占める一般財源の割合は、平成 27年度の

52.9％に対し、令和元年度は 55.3％と増加しています。 

公債費負担比率、将来負担比率、経常収支比率は平成 27 年度と比較してそれぞれ 1.3 ポイン

ト、1.1 ポイント、3.7ポイントの増加ですが、実質交際費比率、地方債残高については、平成

27 年度と比較してそれぞれ 1.6 ポイント、0.4 ポイントの減少となっています。 

本市の財政状況は、地方交付税や国・県支出金、地方債といった依存財源に大きく頼る構造

になっています。自治体の財政力指数は近隣の自治体の中でも低く、財政力の強化が課題であ

るものの、歳入については、合併算定替え特例措置の終了などによる普通交付税の減額のほか、

人口減少などによる市税等の減収など、大幅な伸びを期待することができない状況です。 
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平成22年度 平成27年度 令和元年度

75,462,614 84,600,342 78,940,925

44,564,319 44,792,081 43,666,400

13,187,923 16,581,569 15,845,161

4,964,652 5,213,804 6,217,086

6,580,900 10,330,800 6,053,600

97,300 168,500 170,600

73,868,061 82,806,857 78,344,036

38,283,684 38,679,246 40,103,383

6,919,321 13,454,000 8,058,153

6,902,059 13,154,721 8,058,153

28,665,056 30,673,611 30,182,500

1,594,553 1,793,485 596,889

647,850 1,091,391 68,394

946,703 702,094 528,495

0.47 0.47 0.49

17.9 15.6 16.9

13.1 8.6 7.0

12.0 - -

90.5 93.4 97.1

103.6 51.6 52.7

81,240,618 86,560,136 86,251,452

342,323

　歳入総額　A

　　その他 6,224,820 7,682,088 7,158,678

　　　うち過疎対策事業債

　　地方債

　　都道府県支出金

　　国庫支出金

　　一般財源

　　財政力指数

　　公債費負担比率

　　実質公債費比率

　　実質収支C-D

　　翌年度へ繰越すべき財源D

　　歳入歳出差引額C(A-B)

　　その他

　　　うち普通建設事業

　　投資的経費

　　義務的経費

　歳出総額　B

　　過疎対策事業費 215,155 442,724

　　起債制限比率

　　経常収支比率

　　将来負担比率

　　地方債現在高

区分

 

 

要公共施設等の整備状況 
    

《旧相馬村区域》 
    

区 分 昭和 55 年度末 平成 2 年度末 平成 12 年度末 平成 22 年度末 令和元年度末 

市町村道           

  改良率（％） 45.4 71.1 74.9 70.3 73.6 

  舗装率（％） 29.4 62.3 65.7 67.4 72.6 

農   道           

 延  長（ｍ）       49,070 49,070 

耕地１ha 当たり農道延長（m） 57.5 40.6 42.8 50.5 50.5 

林   道           

 延  長（ｍ）       31,261 30,620 

林野１ha 当たり林道延長（m） 1.6 4.7 13.6 14.8 3.6 

水道普及率（％） 99.5 98.3 99.8 99.9 99.6 

水洗化率（％） 3.6 32.2 88 90.4 93.6 

人口千人当たり病院、診療所           

の病床数（床） 1 - - - - 

 
     

●市町村財政の状況 ●主要公共施設等の整備状況 ●市町村財政の状況 

●主要公共施設等の整備状況 

(単位：千円、％) 

(資料：地方財政状況調) 
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《弘前市全域》  

区 分 昭和 55 年度末 平成 2 年度末 平成 12 年度末 平成 22 年度末 令和元年度末 

市町村道           

 改良率（％） 39.4 62.5 68.2 71.3 72.7 

 舗装率（％） 39.8 57.5 64.9 70.1 72.6 

農   道           

 延  長（ｍ） 
   

1,248,436 1,227,091 

耕地１ha 当たり農道延長（m） 39.3 24.4 25.9 109.6 93.6 

林   道           

 延  長（ｍ）   70,222 74,601 86,534 87,297 

林野１ha 当たり林道延長（m） 4.5 7.6 8 9.9 10.2 

水道普及率（％） 86.8 94.5 96.5 97.2 97.9 

水洗化率（％） 22.7 53,1 77.7 87 91.1 

人口千人当たり病院、診療所                

の病床数（床） 29.8 32.4 27.1 22.6 22.6 

   （注）1 上記区分のうち、平成 22 年度以降の市町村道の「改良率」と「舗装率」及び平成 22年度以降の「水道普及率」並びに「水

洗化率」以外のものについては、公共施設状況調査（総務省自治財務局調査課）の記載要領によるものです。 

      2 上記区分のうち、平成 22 年度以降の市町村道の「改良率」及び「舗装率」については、国土交通省の「道路施設現況調査」

の記載要領を参考に次の算式により算定します。 

       改良率＝改良済延長/実延長 舗装率＝舗装済延長/実延長 

      3 上記区分のうち、令和元年度までの「水道普及率」については公共施設状況調査の記載要領によるものです。 

      4 上記区分のうち、「水洗化率」については、次の算式により算定します。なお、基準日はその年度の 3月 31 日現在としま

す。また、Aから Eまでについては公共施設状況調査の記載要領に、Dについては一般廃棄物処理事業実態調査（環境省大臣

官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課）の記載要領によるものです。 

        水洗化率＝（A＋B＋C＋D）/E 

A：公共下水道現在水洗便所設置済人口 

B：農業集落排水施設水洗便所設置済人口 

C：合併処理浄化槽処理人口 

D：単独処理浄化槽処理人口(※) 

E：住民基本台帳登載人口 

※処理状況調査票［市町村用］中、「浄化槽人口」から「合併処理浄化槽人口」（農業集落排水処理施設人口含む）」を

差し引いた数値です。 

       5 データ取得不能な部分については、空欄にしています。 

 

ウ 施設整備水準等の現況と動向 

旧相馬村区域の道路整備については、幹線道路を中心に整備を進めた結果、令和元年度末時

点で 73.6％まで向上しましたが、幹線道路以外の生活道路の改良についてはそれほど進んでい

ません。今後は、長寿命化計画等により道路や橋梁の維持管理修繕等を進めるほか、交通体系

整備を計画的に実施していく必要があります。 

農道については、大部分が整備されているものの、老朽化による陥没等がみられることから、

りんご等の荷痛み防止及び交通の円滑化を図るため、今後も農道の整備及び改修を実施してい
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く必要があります。 

上水道については、地下水を水源にしており、99.6％の世帯に供給されています。今後は、

老朽化している管路の計画的な更新及び耐震化を図り、良質な水を安定して供給することが必

要です。 

下水道については、公共下水道事業及び農業集落排水整備事業のほか汚水処理事業により整

備したことで水洗化率が 93.6％となっていますが、処理区域外の地域においても実情に応じた

汚水処理事業を実施することにより、水洗化率の向上を図る必要があります。 

医療については、昭和 60 年に国保診療所が新築移転され、医師 1 名、看護師 2 名により内科

診療を行ってきましたが、平成 3 年度からは医師の高齢化により、新たな医師を確保するとと

もに、全身用断層撮影装置（CT）及び TV装置の医療機器を整備しました。 

なお、国保診療所については、平成 17年 7 月に廃止されており、その後は民間診療所が地域

医療を担っています。 

 

（４）地域の持続的発展の基本方針 

ア 地域の将来像 

本市は、白神山地等の豊かな自然がもたらす恵みや400年の歴史と伝統に培われた文化を背景

に、観光のまち、りんごに代表される農業のまち、伝統工芸などを産み出すものづくり産業の

まち、高等教育機関が集積する学都などの特徴を有し、津軽地域の中心市としての役割を担っ

てきました。 

しかし、本市においては人口の減少や少子高齢化の進行等、厳しい社会経済情勢が長期にわ

たり継続しており、地域社会を担う人材の確保、地域経済の活性化、交通の機能の確保及び向

上、教育環境の整備、集落の維持及び活性化等が課題となっています。 

このような中、近年は、若い世代を中心に過疎地域へ移住しようとする潮流が高まるととも

に、情報通信等における革新的技術の創出、リモートワークなど情報通信技術を利用した働き

方への取り組み等、過疎地域が抱える課題の克服に資する動きがみられています。本市におい

ても、このような動きを加速させ、農業、自然や文化を活かした観光振興などにより地域活力

をさらに向上させ、持続可能な地域社会が形成されるよう取り組むことが重要です。 

持続可能な地域社会の形成には、弘前市総合計画に掲げる将来都市像「みんなで創り みん

なをつなぐ あずましいりんごの色のまち」の実現を図ることが必要不可欠であり、青森県過

疎地域持続的発展方針に基づき、次のイの①から⑤の5つの施策に重点を置いて、地域の持続的

発展のために必要な事業を実施することとします。 

 

イ 地域の基本政策 

① 将来の弘前を担う多様な人材が育つまちづくり 

学校・家庭・地域が連携・協働し、子供の健やかな成長と学びに主体的に関わり、将来を

担うひとづくりを進めます。 

また、公民館など社会教育施設では、社会教育機関やNPOをはじめ、大学、企業等といった

あらゆる機関と連携し、すべての世代において豊かな人間性・社会性を育む生涯学習機会の

充実に取り組むとともに、魅力ある文化遺産の保存・活用を推進します。 

さらに、産業、福祉、地域コミュニティなどあらゆる分野において、多様な担い手や将来

を支える後継者の確保・育成を図り、これからの弘前を支える人材育成を推進します。 
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② 地域共生社会の実現に向けたまちづくり 

市民一人ひとりが住み慣れた地域でお互いを尊重し、支え合い、いきいきと暮らせる社会

の形成を目指し、高齢者や障がい者、子育て世代などの支援体制を整えます。 

また、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援や各世代の健康増進の取り組みを推

進し、平均寿命・健康寿命の延伸を図るとともに、持続可能な地域医療の提供による安心で

健康的な暮らしの実現に取り組みます。 

さらに、町会活動や文化・スポーツ活動など市民の主体的な活動を支援することにより、

人と人、地域と地域がつながり、支え合う、地域コミュニティの形成を推進します。 

 

③ 地域資源を活かした魅力的な産業のあるまちづくり 

日本一のりんごの生産量を確保し、「農業をやりたい」と思う若者を増やすとともに、生

産者が農業を継続したいと実感できるよう、農産物等の生産力・販売力の強化、担い手と農

地の確保、農林業基盤整備等を推進します。 

また、市内企業や伝統産業など地域を支える産業の経営基盤・販売力の強化や企業誘致に

より、地域産業の活性化と地元雇用の創出を図り、中心市街地の活性化とあわせた経済の好

循環の実現を目指します。 

さらに、観光産業の活性化を図るため、自然・文化など豊富な観光資源を活用するととも

に新たな魅力の創出により、多様な旅行者のニーズに応じたソフト・ハード両面での受け入

れ環境の整備を進め、地域資源を活かした感動と交流のまちづくりを目指します。 

併せて、多様な担い手と新技術の導入によりこれらの産業振興を図り、地域経済の活性化

を推進します。 

 

④ 快適な雪国生活と安全・安心で環境にやさしいまちづくり 

市民が快適な雪国生活を送ることができるよう、自助・共助・公助による一体となった雪

に強いまちづくりを進めます。 

また、地域防災力の強化や防災性の高い基盤の整備を進め、災害時の危機対応力の向上を

図るほか、市民生活の相談体制の充実、防犯・交通安全対策などにより、市民の生命・財産

を守ります。 

さらに、ごみの減量化・資源化、温室効果ガスの削減などによる環境保全と循環型社会の

実現に向けた取組を推進します。 

 

⑤ 環境保全と都市基盤の整備による持続可能なまちづくり 

市民が弘前への愛着と誇りを持ち、国内外からの交流人口の増加による地域の活性化を図

るため、弘前ならではの景観資源を効果的かつ適正に保全・活用します。 

また、本市にとって望ましい交通網を整え、コンパクトな市街地と郊外集落地が地域公共

ネットワークでつながり、誰もが移動しやすく暮らしやすい都市の形成を推進するほか、総

合的に空き家・空き地対策を進め、快適な住環境の整備を図ります。 

さらに、市民生活や経済活動を支える道路ネットワークの構築や道路の補修などを計画的

に推進するほか、老朽化した上下水道施設の更新を最適に進め、安全・安心な給水サービス

と快適な生活環境の保全を図ります。 
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ウ 過疎地域の基本方針 

過疎地域である旧相馬村区域においても、青森県過疎地域持続的発展方針に基づき、「弘前

市総合計画」及び「第2期弘前市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる次の①から⑦の施

策に重点を置いて、地域の持続的発展のために必要な事業を展開するものとします。 

① 地域間交流の促進 

都市部などとの交流については、美しく潤いのある自然環境、伝統文化・芸能、農産物や

山菜など豊富な資源の活用と、魅力ある地域づくりのため整備された「星と森のロマントピ

ア」及びトイレの水洗化など生活環境の改善による農家の受入体制の機運の高まりをリンク

させて、積極的に推進します。また、山間地農業の体験、素朴な人情と郷土料理でのもてな

しなど集落ぐるみの交流や「星と森のロマントピア」での温泉や天文台を活用した体験交流

など多様なメニューの開発に努めるとともに、ホスピタリティあふれる対応などソフト面の

充実も図りながら、産業、経済、文化などの交流を促進します。 

 

② 産業の振興 

旧相馬村区域の基幹産業である農業、特にりんごについては、わい化栽培の普及による省

力化及び農業機械の効率利用をはじめとする共同作業体制の推進による経営コストの低減な

ど体質の強化に努めるとともに、傾斜農地の有効利用を進め、産地体制の強化を図ります。 

さらに、りんごの加工など地場産業の振興を積極的に支援していくこととします。 

また、労働力確保のための施策展開と労働環境の改善を図ることにより、農業後継者や新

規就農者の円滑な就農・定着を推進するとともに、農業経営などに関する研修活動を支援し、

農業の多様な担い手の育成・確保に努めます。 

これらの取組に加え、りんご産業の持続的発展のために将来性を見据えて、生産から販売

までのすべての段階において、技術革新を含むイノベーションに取り組んでいきます。 

 

③ 地域づくりの振興 

旧相馬村区域は、大きな祭りや名所旧跡地などの観光資源が乏しいため、小さなスキー場

とその周辺のりんご園や森林などの自然環境を活用して、地域のイメージアップのための地

域づくり整備事業を進め、「星と森のロマントピア」と命名し、グリーン・ツーリズムなど

の体験交流拠点施設として確立し、旧村民統合のシンボルとしてきました。エリア内には、

農林漁業体験実習館（宿泊定員 70 名、温泉、温水プール）、木造コテージ 12 棟（冷暖房付

き）、天文台、森林科学館、パターゴルフ、テニスコート（ナイター6 面）、バーベキュー

広場、炭焼き小屋などを配置し、管理は指定管理者が行っています。 

今後は、地域の拠点となっている本施設の一層の活用を図るとともに、旧相馬村区域に存

する資源を最大限に活用するため、住民及び地域内各種団体の連携を密にしながら、世界遺

産登録の白神山地や弘前ねぷたまつりなど周辺観光資源との情報交換や広域ルートの設定、

共同のPR活動など有機的な結びつきを強化し、広域観光の一翼を担える体制づくりを進め、

持続的発展に向けた魅力ある地域づくりに努めます。 

 

④ 情報通信基盤の整備と活用 

旧相馬村区域は、インターネットの普及、パソコンや携帯電話・スマートフォンの日常的

利用などから年々情報化が進展しています。 

また、情報通信基盤についても、インターネットの高速化への対応、携帯電話・スマート
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フォン不感地域の解消など、整備が進められています。 

今後も引き続き、多様で急速な情報化にも対応できるよう、ICT（情報通信技術）の利活用

による生活関連情報の提供及び旧相馬村区域の主力産業である農業のほか、観光分野などの

魅力を地域おこし協力隊員の活動などを通してPRしていきます。 

 

⑤ 住民参加によるまちづくり 

住民参加のまちづくりについては、各種座談会、懇談会、各種アンケート、相談事業など

を実施して市民との対話を促進し、市民参画・市民との協働のための土台作りを進め、市民

が主体の市政運営の実現を図っていきます。 

また、地域力の向上のために、地域の習慣や伝統などの特性を活かした自主的、主体的な

取組をハード及びソフト事業の両面から支援し、地域内の各種集団活動、地域全体に広がる

ような集団活動、ボランティア活動などの地域活動を活発にし、集落同士の連携、地域  全

体のコミュニティを活性化させ、協働型の活力ある地域づくりを推進します。 

 

⑥ 保健・福祉の向上 

高齢者の保健・福祉については、相馬地区まるごと健康塾の中で、高齢者教室、食育教室、

運動教室を実施し、さらには「星と森のロマントピア」森林科学館内にて高齢者向けの健康

トレーニング教室を開催し、高齢者が地域社会の重要な一員として活躍できる環境の整備に

努めます。 

 

⑦ 地域文化の振興 

美しい自然環境や景観の保全に配慮しつつ、それぞれの集落が有している伝統・文化・芸

能の保存に努め、大切に育み、適切に活用し、観光や体験を中心とした交流事業を支える大

きな力となるような活動を積極的に支援します。 

また、各地域における各種団体のボランティア活動、スポーツ活動などに対しても地域お

こし協力隊員の活動などを通して、相互扶助機能の強化を図ります。 

 

（５）地域の持続的発展のための基本目標 

人口の減少、特に若年者の流出に歯止めをかけることが重要であることから、「弘前市人口ビ

ジョン」に掲げる人口の将来展望及び「第2期弘前市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる

基本目標を本計画においても目標として設定します。 

ア 人口に関する目標 

数値目標 基準値 目標値 根拠資料 

総人口 
177,411人 

【2015年(H27年)】 

162,777人 

【2025年(R7年)】 

国勢調査及び弘前市人口

ビジョン 

社会移動数転出超過 

477人 

【2015～2019年の最大値、最

小値を除く平均】 

300人 

【2024年(R6年)】 

第2期弘前市まち・ひと・ 

しごと創生総合戦略 

出生率 

（人口1,000人当たり) 

6.8 

【2013～2017年の平均】 

6.8 

【2024年(R6年)】 

第2期弘前市まち・ひと・

しごと創生総合戦略 
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イ 財政力に関する目標 

数値目標 基準値 目標値 根拠資料 

市民（納税義務者数）一人

当たりの課税対象所得 

2,763千円 

【2018年度(H30年) 】 

3,000千円 

【2024年度(R6年)】 

第2期弘前市まち・ひと・

しごと創生総合戦略 

 

（６）計画の達成状況の評価に関する事項 

本計画の取組については、事業の進捗管理を行ったうえで、毎年、相馬地域の町会長で構成さ

れる町会長会議において、計画の達成状況を評価します。 

 

（７）計画期間 

計画期間は、令和3年4月1日から令和8年3月31日までの5か年とします。 

 

（８）公共施設等総合管理計画との整合 

本市の公共施設等は、人口構造の変化による公共施設の活用方法や求められる機能の変化、限

られた財政状況下での維持管理、歴史的・文化的価値のある建物の次世代への継承が課題となっ

ています。 

このため、市民の財産である公共施設を適切な維持管理のもと、長期的な視点で有効活用しな

がら、市民サービスの維持・向上を図るために「弘前市公共施設等総合管理計画」を平成28年2

月に策定し、次の基本方針を定めて公共施設等の整備や維持管理に努めています。 

  

ア 公共建築物 

① 施設が提供するサービスについて、将来を見据えたサービスの方向性の検討を行い、施設 

総量の適正化・適正配置を進めます。 

② 既存施設を有効活用し、施設の複合化や多目的化を進めます。 

③ 定期的な点検と計画保全により、施設の長寿命化を目指します。 

④ 施設の維持管理業務の効率化を進め、維持管理費を縮減します。 

⑤ 民間ノウハウを積極的に導入し、遊休施設の有効活用を進めます。 

 

イ インフラ・プラント系施設 

① 定期的な点検に基づく補修を行い、施設の長寿命化を目指します。 

② 計画的な更新や補修により、維持管理費の縮減・平準化を進めます。 

③ 施設の更新時には、将来の人口動向や都市構造を見据え、統廃合や規模の適正化を検討し 

ます。 

 

本計画に記載するすべての公共施設等の整備や維持管理については、「弘前市公共施設等総合

管理計画」で定める基本方針に適合しており、過疎対策に必要な事業を適切に推進します。 
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２．移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

 

（１）現況と問題点 
旧相馬村区域では、進学や就職に伴い若年者の市外流出による少子高齢化や過疎化が進み、労

働力不足や後継者問題、若年世代の定住が図られていないのが現状です。 

移住・定住促進については、近年の地方回帰志向の高まりや、リモートワークなど出社にこだ

わらない働き方の流れを活用し、移住・定住者の受け入れ態勢の充実を図る必要があります。 

地域間交流の促進については、他地域との交流により非過疎地域になることを目指して年々整

備を進めてきた「星と森のロマントピア」があります。期待どおり、地域外からの来訪者が多く、

特に、施設内の「農林漁業体験実習館」では、県外の修学旅行生などを対象にりんごの作業体験

を行い、りんご産業に対する理解と地元農家との交流が深められてきたところであり、引き続き、

利用者及び交流人口の増加につなげる必要があります。 

また、人口減少により地域内のコミュニケーションが衰退し、地域の組織力低下につながるこ

とも懸念されることから、住民自身が地域づくりの意識を持つような取組と地域リーダーとなる

人材の確保が必要です。 

 

（２）その対策 

移住・定住を促進するために、旧相馬村区域内の空き家を改修し、希望する移住者が居住でき

る環境を整備します。 

地域間交流は、地域の組織力及び活力低下を防ぐため、地域おこし協力隊を導入して地域の魅 

力を発信し、引き続き、農作業体験型の交流を主体とした取組を行い、交流人口の増加に努めま

す。 

人材育成については、地域の組織力の低下を防ぐため、地域が抱える課題を的確にとらえ、住

民と協働して主体的に活動できる地域リーダーとなる人材を育成します。 

 

施設の整備に係る目標については、公共施設等総合管理計画との整合を図り、長寿命化や集約

化を行うものとします。 
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（３）計画 

事業計画（令和3年度～令和7年度） 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

移住・定住・地

域 間交流 の促

進、人材育成 

(1)移住・定住 

 

(2)地域間交流 

(3)人材育成 

(4)過疎地域持続的発展

特別事業 

移住・定住 

地域間交流 

人材育成 

その他 

基金積立 

(5)その他 

 

相馬地区地域おこし協力隊導入事業 

相馬地区移住推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 

市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ソフト事業) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）公共施設等総合管理計画等との整合 

移住・定住・地域間交流の促進、人材育成に係る公共施設等の整備・維持管理については、弘

前市公共施設総合管理計画における基本方針により、公共施設等の整備や維持管理に努めます。 

  ア インフラ・プラント系施設 

① 定期的な点検に基づく補修を行い、施設の長寿命化を目指します。 

② 計画的な更新や補修により、維持管理の縮減・平準化を進めます。 

③ 施設の更新時には、将来の人口動向や都市構造を見据え、統廃合や規模の適正化を検討し 

ます。 

  イ 公共建築物 

① 施設が提供するサービスについて、将来を見据えたサービスの方向性の検討を行い、施設 

総量の適正化、適正配置を進めます。 

② 既存施設を有効活用し、施設の複合化や多目的化を進めます。 

③ 定期的な点検と計画保全により、施設の複合化や多目的化を進めます。 

④ 施設の維持管理業務の効率化を進め、維持管理を縮減します。 

⑤ 民間ノウハウを積極的に導入し、遊休施設の有効活用を進めます。 

 

本計画においても同様の方針としており、整合性を図りながら過疎対策に必要な事業を適切に

実施します。 
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３．産業の振興 

 

（１）現況と問題点 

ア 農業 
本市は、りんごと米を基幹作物とする農業都市であり、特にりんごは、全国の約2割、青森県

産の約4割を生産する日本有数の産地となっています。 

 本市の市町村別農業産出額の順位(平成28年度)は全国10位であり、中でもりんごを主要品目

とする果実の農業産出額は全国1位となっています。本市における近年の状況は、収穫量が概ね 

17 万トン以上、販売額は年間400億円を維持しており、日本一のりんご生産地としての地位を

確保しています。 

また、本市にとってりんご産業は、農業のみならず、文化・観光面においても重要な役割を

果たす基幹的な産業ですが、農業者の高齢化や労働力不足、経営体の減少、有害鳥獣による生

命又は身体に係る被害や農地・作物被害など厳しい状況が続いています。問題解決のため、意

欲ある担い手の育成、わい化栽培などによる省力・低コスト生産の推進、法人化や6次産業化に

よる経営拡大、高効率化・高品質化に資する新たな生産手法の開発や有害鳥獣対策などに取り

組んでいるところです。  

旧相馬村区域においても、りんごと米を中心とした農業が基幹的な産業ですが、表からも分

かるように、近年の経営耕地面積、農家数や農業就業人口において減少傾向がみられ、離農が

進んでいます。  

さらに、国内農業は、農作物の輸入自由化や産地間競争の激化、食料自給率の低下などによ

り、一層厳しい経営状況に追い込まれています。 

旧相馬村区域内の農業を持続させていくためには、生産基盤であるかんがい排水施設や農道、

農業施設等の計画的な更新等、農業経営体の経営力を安定させることが必要です。 

また、農業・農村は、食料を供給する役割だけではなく、その生産を通じ、国土の保全、水

源の涵養、良好な景観の形成など様々な機能を有しており、この機能を持続的に発展させるた

めにも、地域の人材や資源を活用する体制づくりや栽培収穫体験を通じ、都市住民との交流の

促進を図ることも必要です。 
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表２－１ 経営耕地面積の推   

《旧相馬村区域》  （単位：ha） 

  田 普通畑 樹園地 合計 

昭和 50年 320 24 677 1,021  

昭和 55 年 273 20 784 1,077  

昭和 60 年 221 15 863 1,099  

平成 2 年 217 14 903 1,134  

平成 7 年 187 15 894 1,096  

平成 12 年 132 13 895 1,040  

平成 17 年 114 10 869 993  

平成 22 年 106 8 830 994 

平成 27 年 95 7 729 831 

（資料：農林業センサス） 

   ●専業・兼業別農家戸数の推移 

    《旧相馬村区域》 

 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 7年～平成 27年比較 

 構成比  構成比  構成比  構成比  構成比  伸率 

専業 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 

133 21.3 136 24.9 177 33.7 181 37.8 174 42.5 41 30.8 

第 1 種兼業 316 50.7 289 52.8 259 49.2 177 37.0 125 30.6 △191 △60.4 

第 2 種兼業 174 27.9 122 223 90 17.1 121 25.3 110 26.9 △64 △36.8 

計 623 100.0 547 100.0 526 100.0 479 100.0 409 100.0 △214 △34.3 

  ※ 構成比については端数処理のため、計が 100.0 にならない場合があります。(資料：農業センサス) 

 

●年齢別農業就業人口 

《旧相馬村区域》                                  (単位：人、％) 

区分 
農業就業人口 増減率 構成比 

平成 7年 平成12年 平成17年 平成 22年 平成27年 (17～27) 平成 7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 

15～29 歳 146 89 104 60 25 △76.0 9.8 6.5 7.8 5.2 2.8 

30～64 歳 1,006 831 698 564 442 △36.7 67.8 60.9 52.3 48.9 48.7 

65 歳以上 332 445 533 530 440 △17.4 22.4 32.6 39.9 45.9 48.5 

合計 1,484 1,365 1,335 1,154 907 △32.1 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

※ 構成比については端数処理のため、計が100.0にならない場合があります。(資料：農業センサス) 

 

イ 林業 

旧相馬村区域の令和3年現在の森林面積は8,427haで、全区域の面積の81.4％であり、所有形

態は国有林が5,796ha（68.8％）を占め、民有林は2,631ha（31.2％）となっています。 

民有林のうち、人工林面積は1,225haで人工林率46.6％と、県平均の131,155ha（人工林率

55.0％）より低く、蓄積量は581,129㎥（人工林414,287㎥、天然林166,842㎥）で1ha当たり220.9

㎥と、県平均の224.8㎥よりやや低く、さらに人工林の多くは9齢級以上の伐採期を迎えており、

●経営耕地面積の推移 
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伐採後の再造林など、適切な管理が必要となっています。 

近年、環境保全・教育的利用の観点から林業に対する期待は高まりつつあります。林道、作

業道は木材の生産コストを下げるばかりでなく、森林地域の維持管理や環境整備、そして、国

土保全、水源涵養等に対しても大きな役割を果たすことから、今後も計画的に整備するととも

に、長寿命化を図る必要があります。 

また、生産活動の向上を目指すため広葉樹の高度利用や優良林の造成などの技術取得及び森

林地域がもたらす健康・休養、レクリエーション機能等についても普及させる必要があります。 

 

ウ 商工業 

① 商業 

旧相馬村区域の商業事業所は、平成元年からスーパーマーケットが1店営業しているほかは、

ほとんど家族経営中心の小売店となっています。 

消費者人口の横ばいと、旧弘前市の商業圏に包括されている現状から、今後も大きな変化

はないものと考えられますが、商業者相互の共同意識づくりに努め、イベントなど各種共同

事業を推進する必要があります。 

また、事業者の高齢化により情報リテラシーの低下が懸念されることから、必要に応じて、

経営に有効な情報の提供や伝達も必要です。 

② 工業（製造業） 

旧相馬村区域の工業は、食料品製造業、農産物加工の事業所がありますが、人口減少に伴

い生産能力が低下しています。また、国内物流の面でも産地間競争が激化している状況にあ

ります。 

問題解決のためには、省力化を目的とした新技術開発や特産品を付加価値の高い製品にす

ることにより、新市場の開拓を図り、生産能力を向上させることが必要です。 

 

エ 観光及びレクリエーション 

近年、余暇の増大、価値観の多様化などを背景にゆとりある生活への志向が全国的に高まり、

ふるさと体験、自然体験やスポーツ、健康を目的としたレクリエーションが盛んになってきま

した。 

旧相馬村区域には大きなまつりや観光名所旧跡地がないため、地区のイメージアップと魅力

ある地域づくり事業を進めるために平成元年度にオープンした観光施設を「星と森のロマント

ピア」と命名し、シンボルとしています。現在まで多くの補助事業や過疎対策事業債を活用し、

天文台「銀河」、温泉宿泊施設「白鳥座」、テニスコート6面（ナイター付）、コテージ満天ハ

ウス12棟（冷暖房・什器等完備）、スキー場（ペアリフト・ナイター付き）、バーベキュー広

場、森林科学館、パターゴルフ、野外ステージ、観光くり園及び既設の旧村営スキー場も一体

として改修整備し、地域住民との交流を図るための星まつり、収穫祭、スキースクールなどの

催しものを開催し、住民と一体となって地域活性化を進めています。 

さらに、平成7年に農林漁業体験実習館「星の宿☆白鳥座」の整備により、「財団法人 星と

森のロマントピア・そうま」を設立し、グリーン・ツーリズムや農作業体験などの交流拠点と

して活用に努めています。 

しかし、整備から30年以上経過しており、長期にわたり運営していくためには、「星と森の

ロマントピア」を中心に計画的な改修を行い、省エネ化及び長寿命化を図るとともに、弘前さ

くらまつりやねぷたまつり、岩木山、白神山地などの周辺の観光資源と旧相馬村区域の主力産
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業であるりんごや米の収穫体験などを合わせながら、広域観光及びインバウンドの一翼を担え

る体制づくりを進める必要があります。 

 

（２）その対策 

ア 農業 

① 農業担い手の高齢化に伴い、りんごの安定生産と低コスト化を支援するため、省力化が期 

待できるわい化栽培等の低労力な栽培方法へ転換し、高密植低樹高栽培で収益性、効率化を

図ります。 

② 経年劣化した農業生産基盤を整備し、安全・安心な生産活動の維持拡大を図ります。 

③ 農業後継者や新規就農者の円滑な就農・定着を支援するとともに、経営の安定・活性化を 

図るため、経営力向上に資する研修や経営診断の促進を図ります。 

④ 農業経営の安定化を図るため、高品質な農産物の出荷体制を強化し、農業経営収入保険へ 

の積極的な加入を促します。 

⑤ りんご共同防除組合などによる防除作業の効率化を支援し、農家経営の安定化と生産体制 

の強化を図るとともに、ドリフトを低減し、安全安心なりんご生産を推進します。 

⑥ 稲作振興については、関係機関と連携を密にしながら、低農薬と併せ、施肥などの栽培管 

理の徹底を図り、品種更新などに対応した出荷施設及び老朽化した施設の更新を推進し、良

質多収に努めます。 

⑦ りんご及び米のPR活動を実施し、販路開拓に向けた取り組みを支援します。 

⑧ 人口減少が進む中にあっても日本一のりんご産地を維持しながら、高品質かつ安定的な 

「りんごづくり」を守るため、生産から販売までの総合的なりんご産業イノベーションを推

進します。 

⑨ 農業生産の効率を上げるため、防災ダム及び水路などの施設の整備を促進します。 

⑩ 有害鳥獣による農作物被害対策として、鳥獣駆除や追い払いを地元ハンタークラブに依頼 

し農業従事者の生命又は身体に係る被害や作物被害を防ぎ、農業の安全・安心な活動及び高

収入化を目指します。 

⑪ 相馬昴農園は、旧相馬村区域における農業振興と観光振興を目的とした施設であり、利用 

者は区域内外含め多数いますが、料金収入等による独立採算は困難であることから、存続の 

ため、農業指導を行う指導員の報酬や需用費・役務費等運営管理に必要な経費を支出します。 

 

イ 林業 

① 「弘前市森林整備計画」に基づき、適切な管理と林業生産の拡大及び生産性向上のため、 

林道、作業道の整備及び長寿命化を地域全体の道路網に配慮しながら積極的に進めます。 

② 広葉樹の高度利用や優良林の造成のため、研修や普及活動を推進します。 

③ 森林地域がもたらす健康・休養、レクリエーション機能を持続させながら、美しい自然環 

境に配慮した国土の保全に努めます。 

 

ウ 商工業 

①  商工会による情報収集と情報伝達活動を基礎に計画的な経営の改善合理化、設備投資を促 

し、消費者ニーズに対応した活力ある商業活動が営まれるよう、商工会活動の一層の充実を

促進します。 

②  商工業者相互の共同意識づくりを図るとともに、イベントの開催など各種共同事業の検討 
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とその推進に努めます。 

③  勤労者が安定した経営基盤の上に生きがいのある生活を営むことができるよう、事業者に 

対し、賃金体系や各種保険加入などといった雇用、就労に関する情報の提供に努めます。 

④  りんご、米に次ぐ主力産品の拡充を図るほか、加工品開発など6次産業化などに取り組み 

農作物や加工品の高付加価値化を推進します。 

 

エ 観光及びレクリエーション 

①  観光、レクリエーション需要の多様化、自然志向に対応すべく「星と森のロマントピア」 

を地域内外の人たちの健康、勤労意欲、教育の向上に役立つ健全な野外レクリエーションの

場としてさらに充実させるとともに、健全な管理運営に努めます。 

②  星と森のロマントピアにおいては、設備の適時点検を行うとともに、省エネルギー化に対

応した施設となるよう、計画し、整備します。 

③  スキー場では、冬季スポーツの振興のため、各種スキー大会や雪と親しむイベントなども 

開催されていますが、スキーハウス及びナイター照明などの老朽化が進んでおり、引き続き

施設の改修を図ります。 

④  りんご、米など地域の主力産業の体験観光などを積極的に導入し、また、魅力ある観光地 

づくりを進め、産業の活性化に結びつけていきます。 

⑤  近年全国的に増加している少人数旅行者や外国人観光客のニーズに対応できる受入体制の 

整備を進め、満足度の向上を図ります。 

⑥  名所旧跡、自然景観、銘木などの観光資源やレクリエーション施設の配置と、そのモデル 

的なルートを示した観光レクリエーションマップづくりを進めます。 

 

以上のことから、本計画においてもこれらの計画と同様の方針としており、整合性を図りな 

がら、過疎対策に必要な事業を適切に実施します。 

 

（３）計画 

事業計画（令和3年度～令和7年度） 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

産業の振興 (1)基盤整備  

農業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県営又兵衛堰地区防災減災事業負担金 

県営相馬川地区農業水路等長寿命化・防災減災事業負担金 

県営杭止堰・相馬地区情報通信環境対策事業負担金 

松ノ木堰地区農地耕作条件改善事業 

黒滝地区農道整備工事    L＝700.0m W=4.0m 

富田堰地区水路整備工事 

坂市沢ため池地区防災重点ため池緊急整備事業 

黒滝堤地区防災重点ため池緊急整備事業 

大森堤地区防災重点ため池緊急整備事業 

農業経営向上支援事業費補助金 

 

 

県 

県 

県 

市 

市 

市 

市 

市 

市 

 市・ 

農業経営者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ソフト事業） 
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林業 

水産業 

   

 

(2)漁港施設 

(3)経営近代化施設 

農業 

 

林業 

水産業 

 

米乾燥調製施設整備事業 

 

 

 

 

 

市・ 

相馬村農協 

 

 

(4)地場産業の振興 

技能習得施設 

試験研究施設 

生産施設 

加工施設 

流通販売施設 

 

   

(5)企業誘致 

(6)企業の促進 

(7)商業 

共同利用施設 

その他 

 

 

(8)情報通信産業 

(9)観光又はレクリエー

ション 

 

 

(10)過疎地域持続的 

発展特別事業 

第 1次産業 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩木山商工会補助金 

 

 

 

星と森のロマントピア整備事業 

星と森のロマントピアエスコ事業 

 

スキー場再整備事業 

 

 

有害鳥獣駆除活動事業費補助金 

➀具体的な事業内容 

有害鳥獣による、農業従事者の生命又は身体に係

る被害や農作物の被害を防ぐため、相馬地区ハンタ

ークラブが行う駆除や追い払い活動に要する経費

を補助します。 

②事業の必要性 

有害鳥獣による農作業被害対策を行い、生産活動

環境の安全・安心を保ち、農林業の健全な発展を図

る必要があります。 

③見込まれる事業効果 

 

 

 

 

市・ 

岩木山商工会 

 

 

市 

 市・ 

民間事業者 

市 

 

 

 市・ 

相馬ハンタ

ークラブ 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（ソフト事業） 
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 商工業・6次産業化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業従事者の生命又は身体及び作物の被害を防

ぐことにより、農業の安全・安心な活動の継続が図

られるとともに、農業所得の高収入化につながるこ

とから、将来にわたり過疎地域の持続的発展に資す

る事業です。 

 

相馬昴農園運営事業 

①具体的な事業内容 

 農業指導を行う指導員の報酬や需用費・役務費等

運営管理に必要な経費を支出します。 

②事業の必要性 

 相馬昴農園は、旧相馬村区域における農業振興と

観光振興を目的とした施設であり、利用者は区域内

外含め多数いますが、料金収入等による独立採算は

困難であることから、存続のためには、市が負担す

る必要があります。 

③見込まれる事業効果 

農園での体験を通じて、多くの来訪者が農業の大

切さを理解し、将来の農業を担う人財育成が図られ

ること、また、農園での農業体験や周辺施設におけ

る観光を通じて、旧相馬村区域の魅力が広く理解さ

れ、関係人口の増加も期待されることから、地域の

持続的発展に資する事業です。 

 

地域資源活用体制構築事業 

➀具体的な事業内容 

 市の主導により、旧相馬村区域の地域住民で構成

する組織を立ち上げ、地域食材等を活用した加工品

や工芸品等を試作して、地域の魅力を発信する仕組

みづくりを行います。 

 組織や仕組みづくりにより体制が整い、試作段階

から特産品開発に至った後は、地域住民自らが主体

となってその仕組みを自走させ、特産品開発を継続

展開することにより、地域の産業振興を図ります。 

②事業の必要性 

 旧相馬村区域の製造業は、人口減少や少子高齢化

に伴い、生産能力が低下し、活気がみられない状況

です。しかし、地域には、農産物生産・活用に携わ

る中で培ってきた豊富な経験や知恵を有する人材

があり、その力を集めて地域特有の魅力ある加工品

開発に臨めば、付加価値のある特産品製作に繋げる

 

 

 

 

 

 

市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  市 
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情報通信産業 

観光 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  起業誘致 

その他 

基金積立 

(11)その他 

ことができます。ノウハウやアイデアに富んだ地域

住民による加工品開発の組織・環境づくりを通し

て、地域の魅力を付加価値とした特産品を開発する

ことにより、地域の認知度向上、経営母体の育成、

経営力の強化を図り、相馬地域の産業を振興するこ

とが必要です。 

③見込まれる事業効果 

旧相馬村区域の中で、これまで注目されてこなか

った農産物や工芸品等の資源や人的資源を見直し

て特産品を開発・商品化し、その魅力を発信する活

動により、地域の認知度向上、経営母体の育成、経

営力の強化、地域産業の振興が図られます。また、

魅力発信が地域への誘客を促し、加工品製作活動等

により強まった住民同士の絆とも相まって、人的交

流による地域の活性化にもつながることから、将来

にわたり過疎地域の持続的発展に資する事業です。 

 

 

星と森のロマントピアエスコ事業 

①具体的な事業内容 

 施設内の省エネルギーに関する包括的な事業の

うち、ハード整備以外の事業を実施します。 

②事業の必要性 

 施設の永続的な活用の必須課題であるエネルギ

ーコストの削減を実施することにより、観光施設に

おけるコストパフォーマンスを改善するとともに、

温室効果ガスの排出量削減を図る必要があります。 

③見込まれる事業効果 

省エネ化による経費削減を通じて、施設運営の健

全化が図られるとともに、環境負荷が軽減され、脱

炭素化社会の実現に資するものであることから、地

域の持続的発展に資するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市・ 

民間事業者 
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（４）産業振興促進事項 

（ⅰ）産業振興促進区域及び振興すべき業種は次表のとおりです。 

産業振興促進区域 業種 計画期間 備考 

旧相馬村区域 
農林水産物等販売業、製造業、

旅館業、情報サービス業等 

令和3年4月1日～ 

令和8年3月31日 

 

 

（ⅱ）当該業種の振興を促進するために行う事業内容 

    本市の産業振興促進区域における産業の現況と問題点は上記(1)のとおりです。 

 また、上記(2)及び(3)については、振興促進対象業種の活性化を図るため、青森県、弘前圏

域定住自立圏の構成市町村や関係機関と連携を図ることとします。 

 

（５）公共施設等総合管理計画等との整合 

弘前市公共施設等総合管理計画では、「市民に愛され親しまれる公共施設を次世代に継ぐ」こ

とを基本方針として、「当市の公共施設を取り巻く各課題に対応するため、これからは市民の財

産である公共施設を適切な維持管理のもと、長期的な視点で有効活用しながら、市民サービスの

維持・向上を図り、愛され親しまれる公共施設として次世代に継ぐためのアセットマネジメント

及びFМを進めます。」としています。 

農業インフラについては、「維持管理を基本的に受益農業者が行っているのが現状であり、一

部の施設については、業務委託又は市の直営により維持管理を行っています。今後は、受益農業

者の理解、協力のもと、日常的な点検による老朽化施設の監視強化を実施するとともに、定期的

な機能診断、それに基づく劣化予測を行い、適切な補修・更新により施設の長寿命化を図り、ラ

イフサイクルコストの抑制を図ります。」としています。 

また、観光及びレクリエーション施設については、弘前市総合計画で、「観光施設等において、

施設や設備の老朽化等の問題があることから、適切な維持管理を行っていきます。」としていま

す。 

本計画においてもこれらの計画と同様の方針としており、整合性を図りながら、過疎対策に必

要な事業を適切に実施します。 
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４．地域における情報化 

 

（１）現況と問題点 

旧相馬村区域においても、近年の情報ニーズの多様化から、インターネットの普及、パソコン

や携帯電話・スマートフォンの日常的利用など、ハード面を中心に年々情報化が進展しています。 

情報通信基盤については、平成16年にADSLサービスが、平成25年にはFTTHサービス（一部地域

を除く）が開始され、インターネット環境が高速化されるとともに、携帯電話・スマートフォン

の通信可能領域についても年々整備が進んでいます。  

情報化は、地理的要因による地域格差を解消する上で有効な手段であるため、ICT（情報通信技

術）を利活用し、地域の独自性発揮や、産業の振興及び地域活性化を促すような取組を進めてい

く必要があります。 

 

（２）その対策 

ア 情報処理・通信技術を担う人材の育成 

近年の著しい情報処理・通信技術の進歩に対応するため、旧相馬村区域の主力産業である農

業のほか、観光分野などニーズに応じた各種情報の提供に向けた体制づくりと、情報分野を担

える人材の育成に努めます。 

 

イ インターネット環境の整備と構築 

引き続き、ICTを利活用した迅速な情報提供及び双方向で情報交換を可能とするインターネッ

ト環境の整備・構築に努め、地域課題を解決するとともに、地域の活性化を図ります。 
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５．交通施設の整備、交通手段の確保 

 

（１）現況と問題点 

ア 市道 

旧相馬村区域の市道整備は、集落と集落を結ぶ路線を優先するなど、路線の重要度に応じて

計画的に進めてきました。その結果、令和元年度末現在の市道160路線120.8㎞の整備状況は、

改良率が73.6％、舗装率は72.6％となっています。2級及びその他路線で未改良舗装区間が多く

なっているため、今後は、路線の重要度に応じた整備を進めるとともに、舗装・側溝の補修や

橋りょうの長寿命化計画に基づいた適正な維持管理を行い、インフラ施設である道路・橋リょ

うを将来に引き継いでいく必要があります。 

 

イ 農道 

    農道は、126路線で総延長49,070mであり、このうち、水田地帯は、ほ場整備に伴い全域にわ

たって整備しました。また、幹線道路については4路線18,419mを整備しており、地域を流れる

河川分布などから、4つのりんご団地が形成されています。 

    そして、これらの路線と集落を結ぶ主要農道7路線も整備し、幹線的農道の整備はほぼ終了し

ていますが、交通の円滑化を図るため、団地内農道の支線及び枝線の整備が必要です。 

 

ウ 林道 

民有林道は、令和元年度末現在で箆九枚線、沢田線、滝の沢線、湯口線、藍内沢田線の 5路

線、総延長 28,290m の幹線と支線(林道)2,330m が開設されています。 

旧相馬村区域の道路網は袋小路様の状態であり、特に、水木在家地区と藍内地区を連絡する

林道(総延長 5,970m)については早期完成を図る必要があります。 

また、既設路線についても、保育作業上必要な作業道の整備が十分ではなく、経年劣化によ

り破損等が発生しているため、整備と併せて維持補修が必要です。 

 

エ 交通の確保 

旧相馬村区域においては、自動車保有率の増加や過疎化の進行などにより、公共交通利用者

が減少し続けていることから、これまで 4つあったバス路線の起終点を全て相馬庁舎に変更し、

併せて、生活交通路線として国の補助対象となっている相馬線に藍内線、ロマントピア線を統

合するなど、公共交通体系の再構築を行いました。 

再構築に伴い、相馬庁舎以南のこれまで路線バスが運行していた地域では、高齢者や学生な

どの交通手段の確保が困難となることから、新たな公共交通として予約型乗合タクシーを運行

したところであり、今後も再構築した路線バスや予約型乗合タクシーの運行を継続し、利便性

を確保する必要があります。 

また、旧相馬村区域では、機械による除排雪を実施しており、区域内の全住宅地に通じる道

路の除排雪を行い、冬季間の交通確保に努めていますが、除雪機械の経年劣化が進行している

ことから、不測の故障等による交通不便を未然に防ぐためにも更新が必要です。 
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オ 交通安全施設 

旧相馬村区域における平成28年から令和2年までの年平均交通事故発生件数は36件となって

います。道路整備は、これまでロードミラーや道路照明灯などの交通安全施設の整備を行って

いますが、未整備箇所があり、転落などの事故が発生していることから、その対策が急務です。 

 

（２）その対策 

ア 市道 

① 市街地との交通の円滑化を促進するため、重要度に応じた道路整備をします。 

② 歩道の整備や危険箇所の解消により、地域住民の安全を確保する道路づくりを推進します。 

③ 舗装・側溝の補修や橋りょうの長寿命化計画に基づいた予防保全的な維持管理に努めます。 

 

イ 農道 

交通の効率化を図るため、団地内農道の支線及び枝線を整備します。 

 

ウ 林道 

水木在家地区から藍内地区への清水沢線普通林道及び藤倉間伐作業道について、地域全体の

道路網に配慮しながら積極的に整備を進めるとともに、その他の路線についても、森林の適切

な管理と林業生産の拡大及び生産性向上のため、計画的に維持補修を行います。 

 

エ 交通の確保 

① 路線バスや予約型乗合タクシーの運行を継続しながら、利便性を考慮したきめ細やかな公

共交通体系の維持に取り組みます。 

② 冬季時の交通確保に向けた除排雪体制の充実のため、除排雪体制の強化及び、除排雪機械

の更新を図ります。 

 

オ 交通安全施設 

市道及び林道ともに転落危険箇所及び道路が狭い箇所があることから、防犯灯及び防護柵な

どの交通安全施設の整備を進めます。 

 

施設の整備に係る目標については、公共施設等総合管理計画との整合を図り、長寿命化や集約

化を行うものとします。 
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（３）計画 

事業計画（令和3年度～令和7年度） 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

交通施設の整備、

交通手段の確保 

  

  

  

  

  

 

(1)市町村道      

道路 堰根下線道路改築事業   L=640.0m W=7.0m 市   

 山越夏川線道路改築事業  L=2400.0mW=7.0m 市  

 紙坂線舗装改修事業 市  

 

向山五所線舗装改修事業 

山越夏川線舗装改修事業 

市 

市  

 五所線舗装改修事業 市   

 急傾斜地崩壊対策県営事業負担金 県・市  

橋りょう 橋りょうアセットマネジメント事業    

 中村橋         L= 7.48m W=5.8m 市   

 乙女橋         L=40.0m W=7.2m 市  

 水星橋         L=52.1m W=8.25m 市   

その他 交通安全施設整備事業   

 防犯灯設置事業 市  

 防護柵設置事業     L=250.0m 市  

    

(2)農道    

    

(3)林道 清水沢線普通林道開設事業 L=40.0m W=4.0m 市   

 藤倉線間伐作業道整備事業 L=850.0m W=3.0m 市   

 湯口線林道改良事業       L=1,040.0m W=4.0m 市   

 林道等整備事業            L=100..0m W=4.0m 市  

 

林道施設維持改修事業  

L=300..0m W=5.0m N=1 橋 市  

(4)漁港関連道    

(5)鉄道関係等    

  鉄道施設    

  鉄道車両    

  軌道施設    

 軌道車両    

  その他    

(6)自動車等    

  自動車    

 雪上車    

(7)渡船施設    

渡船    

  係留施設    

(8)道路整備機械等 雪寒地域建設機械整備事業 市   

 除雪ドーザ             1台             
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(9)過疎地域持続的発 

展特別事業    

公共交通 地域内フィーダー系統確保維持費補助金   市・  

 ➀具体的な事業内容 

民間交通機関が行う、旧相馬村区域の住民を

対象とした予約型乗合タクシーの運行に対し

支援します。 

②事業の必要性 

 公共交通機関の再構築により空白地帯が発

生しており、高齢者や学生などの交通手段を確

保する必要があります。 

③見込まれる事業効果 

旧相馬村区域の住民の交通手段が確保され

ることにより、生活の利便性が保たれ、ひいて

は集落の維持が図られることから、将来にわた

り過疎地域の持続的発展に資する事業です。 

民間交通  

 機関  

 

 

   

   

   

   

   

   

  

 

交通施設維持    

その他    

 基金積立    

(10)その他    

 

（４）公共施設等総合管理計画等との整合 

弘前市公共施設等総合管理計画において、道路・橋りょうについては、「道路は定期的な点検

を着実に実施し、損傷箇所早期補修、長寿命化を図り、維持管理費の軽減に努めます。」として

います。 

橋梁については、「弘前市橋梁長寿命化修繕計画」に基づきブリッジマネジメントシステムを

用い分析を行い橋梁の長寿命化を図り、定期点検も併せて実施することにより将来に渡る維持更

新コストの低減を実現します。」としています。 

本計画においてもこれらの計画と同様の方針としており、整合性を図りながら、過疎対策に必

要な事業を適切に実施します。 
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６．生活環境の整備 

 

（１）現況と問題点 

ア 水道施設 

昭和 54・55 年の 2か年にわたり当時の相馬村役場（現相馬庁舎）から約 8 ㎞離れた山間にあ

る小規模集落の藍内、沢田の 2地区に簡易水道施設を整備したことにより、旧相馬村全域にわ

たって市管理の施設が整備されました。相馬地区旧簡易水道施設は配水方式が自然流下のみで

あったため、一部地区では水圧が不足していましたが、加圧ポンプの導入や、配水池や深井戸

などを増設するなどの施設整備を実施したことにより、この事態は改善されました。 

また、藍内地区の水質が不安定な状態にあったことから、水質が良好で豊富な水量を有する

相馬地区から配水することとし、統合に係る許可を得て、平成 23・24 年の 2 か年にわたり整備

を実施しました。 

既存施設については、令和 2年度までに配水池の統合や既存施設の更新を完了したところで

すが、一方で、管路の老朽化が認められたことから、良質な水の安定供給の観点から、計画的

な更新に努める必要があります。 

 

イ 下水処理施設 

旧相馬村区域の下水道施設は、昭和 61年度から特定環境保全公共下水道事業を実施し、湯口、

黒滝、五所地区を整備するとともに、水木在家、昴地区についても処理区内に編入し、平成 9

年度をもって整備が完了しました。 

また、旧相馬村区域の紙漉沢、一丁木、藍内地区については、昭和 63年度に農業集落排水事

業を実施し、平成 4年度をもって整備が完了しました。 

その他、旧相馬村区域の沢田地区は平成 8 年度に小規模集合排水処理施設事業を実施し、平

成 9年度をもって整備が完了しました。 

いずれの地区も整備の完了から 30年近く経過し、老朽化が課題となっていますが、更新には

多額の費用が見込まれることから、適切な維持管理を図りつつ、選択と集中により長寿命化対

策を講じる必要があります。 

 

ウ 消防施設 

旧相馬村区域は、常備消防としては弘前地区消防事務組合に加入し、旧岩木町の鳥井野地区

に弘前消防署西分署が配置されたことで、消防及び救急業務体制は整備されました。 

一方、非常備消防については、相馬地区消防団として1地区団、4分団で組織され、令和2年4

月1日現在では113人の消防団員が在籍しているものの、条例定員142人に対する充足率は79.6％

と、十分とはいえない状況です。今後は、消防体制の充実強化を図るため、新人消防団員の確

保や、消防団員の資質向上に努める必要があります。 

また、各分団それぞれに機械置場等が配置されていますが、老朽化しているため、配置状況

を勘案しつつ、計画的に更新していく必要があります。 
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エ 廃棄物処理 

一般ごみ及び容器包装ごみなどについては、市が収集運搬し、弘前地区環境整備事務組合の

所有する施設において中間処理を行うとともに、焼却灰は市の埋立処分場において最終処分を

行っています。 

また、し尿については、弘前圏域定住自立圏形成協定に基づく事業として、平成27年10月に

供用を開始したし尿等希釈投入施設において希釈処理し、流域下水道へ投入処分を行っており、

平成28年4月からは津軽広域連合が同施設を所有して業務を行っています。 

今後も適正な廃棄物処理を行うため、長期的な計画に基づき、ごみの減量・資源化の強化、

適正な生活排水処理に取り組む必要があります。 

 

（２）その対策 

ア 水道施設 

  市民の快適な生活を支えるために、老朽化した管路の更新と施設等の維持管理を実施して安 

全で良質な水の安定供給に努めます。 

 

イ 下水処理施設 

公共下水道については、下水道事業の効率的な運営と費用の削減を図るため、今後、湯口浄

化センターは廃止し、岩木川流域関連公共下水道へ処理区を統合します。このため、汚水管を

清水地区へ接続し、公共下水道処理区統合事業により接続管渠の整備を進めます。 

農業集落排水施設については、適切な維持管理を図るため、処理場及び管渠などの計画的な

改築・更新を行います。 

ウ 消防施設 

消防体制の充実強化を図るため、新入消防団員の確保に努めるほか、消防屯所に設置され 

ている老朽化した機械置場、ホース乾燥塔などの施設については、配置状況を勘案しつつ、 

計画的に更新していきます。 

   また、消防団員の資質向上を図るため、専門的、技術的知識の習得のための講習会の開催、 

訓練を実施します。 

 

エ 廃棄物処理 

ごみの処理は、分別収集の徹底に努めるとともに、ごみの減量化を図り、また、不法投棄 

に対する監視の徹底、指導の強化などに努めます。 

    し尿については、下水道、農業集落排水、浄化槽処理など生活排水全体についての長期的 

な計画に基づき適正に処理を行うよう努めます。 

 

施設の整備に係る目標については、弘前市公共施設等総合管理計画との整合を図り、長寿命化

や集約化を行うものとします。 
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（３）計画 

事業計画（令和3年度～令和7年度） 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

生活環境の整備 (1)水道施設    

上水道(旧簡易水道) 水道施設整備事業 市  

 配水管布設替工事        L=1.0km   

  簡易水道     

その他    

(2)下水処理施設    

公共下水道 公共下水道処理区統合事業 市  

 接続管渠整備工事        L=3.2km   

農村集落排水施設 農業集落排水処理施設改築事業 市   

 機械設備・電気設備等改築 一式   

 マンホールポンプ設備改築事業     市  

 マンホールポンプ設備改築工事   一式    

  地域し尿処理施設    

その他    

(3)廃棄物処理施設     

ごみ処理施設     

し尿処理施設     

その他    

(4)火葬場    

(5)消防施設 機械置場整備事業 市  

 ホース乾燥塔設置事業 市  

(6)公営住宅    

(7) 過疎地域持続的発    

展特別事業    

生活    

環境    

危険施設撤去    

防災・防犯    

 その他    

 基金積立    

 (8)その他    

 

（４）公共施設等総合管理計画等との整合 

   弘前市公共施設等総合管理計画において、下水道については、「点検調査に基づき、施設の重

要度や劣化に応じて、長寿命化対策を計画的に実施し、実情を踏まえ施設規模を検討した上で、

効率的な改築及び維持管理を実施していきます。」としています。 

また、公共建築物については、「施設総量の適正化・適正配置、定期的な点検と計画保全によ

る長寿命化、民間ノウハウを積極的に導入し、施設有効活用並びに維持管理費の削減を進めます。」

としています。 

本計画においてもこれらの計画と同様の方針としており、整合性を図りながら、過疎対策に必

要な事業を適切に実施します。 
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７．子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

 

（１）現況と問題点 

ア 子育て環境の確保 

    相馬地域の未就学児童については、相馬保育所を前身とする相馬こども園が平成31年4月に開

園し、地域子育て支援センターを併設して、地域における保育サービスの提供を担っています。 

    また、就学児童については、相馬小学校の「なかよしクラブ」により放課後児童の健全育成

を図り、平成26年度からは開設時間や対象児童の年齢を拡充するなど、利便性の向上を図って

います。 

核家族化の進行、共働き家庭の増加及び地域のつながりの希薄化などにより、子育て世帯へ

の支援体制強化の必要性が高まるなか、これらの施設やクラブを中心とした子育て支援サービ

スを継続・向上させ、子育て世帯が孤立することのないよう、地域みんなで子どもを見守り育

てる環境づくりが必要です。 

 

イ 高齢者福祉 

    平成27年の国勢調査によると、旧相馬村区域の65歳以上の人口は1,056人で、同区域の全人口

の32.1％を占めています。この割合は今後も確実に増加すると予想され、ひとり暮らしの高齢

者など、支援が必要な高齢者のニーズの多様性に対応した在宅福祉サービスの充実を図りなが

ら、要介護高齢者を社会全体で支えていく介護保険制度の適正な運営が必要です。 

    旧相馬村区域では、3つの老人クラブが結成され、教養の向上、健康管理、レクリエーション

などの活動を行っています。高齢者が地域の中で生きがいを持って暮らしていくためには、こ

れまで培ってきた知恵や経験を活かす機会を提供することが重要であり、こうした観点から、

各種活動を充実させる必要があります。 

 

 

    

総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比

65～69歳 188 4.8 251 6.5 327 8.5 255 6.6 218 6.2 272 8.3

70～74歳 171 4.3 168 4.4 243 6.3 310 8.1 231 6.6 209 6.4

75～79歳 132 3.3 144 3.8 145 3.8 214 5.6 275 7.8 206 6.3

80～84歳 80 2.0 98 2.6 118 3.0 120 3.1 162 4.6 222 6.8

85歳以上 52 1.3 63 1.6 95 2.5 124 3.2 110 3.1 147 4.5

計 623 15.8 724 18.9 928 24.1 1,023 26.6 996 28.3 1,056 32.1

　　　　　　年度

階層別

平成2年度 平成7年度 平成12年度 平成17年度 平成22年度 平成27年度

 

    ※ 構成比は、旧相馬村区域の総人口に対するものです。 

※ 構成比については端数処理のため、計の構成比と同じにならない場合があります。 

 

 

●老齢人口の推移 

（単位：人、％） 

（資料：国勢調査） 

≪旧相馬村区域≫ 
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ウ その他保健及び福祉の増進 

    健康は、人が快適な暮らしを送る上での絶対条件であり、旧相馬村区域においても、「自分

の健康は自分でつくる」という健康志向の高まりから、健康寿命の延伸を目指し、母子保健事

業、成人・老人保健事業などを実施してきました。 

    今後は、これらの保健事業を総合的に展開し、住民一人ひとりが豊かな生涯を送るための健

康づくりを支援していくとともに、医療費の増大を抑えるという観点から、幅広い分野にわた

って住民の健康づくりを推進していく必要があります。 

    また、低所得者、ひとり親家庭、心身障がい者などの要援護者に対する援助対策については、

経済的自立と生活意欲の助長促進を図りつつ、地域の人々の思いやりや助け合いの中で、生き

がいと安らぎが感じられる生活になるよう配慮することが重要です。そのためには、各種の経

済的な援助や福祉活動の充実を図りながら、住民一人ひとりが地域社会における社会福祉の必

要性を認識する必要があります。 

    さらに、社会構造や価値観の変化に伴い、「こころの健康」を保つことも難しくなっており、

特に、ひきこもりがちな高齢者にあっては心身ともに健康を保つことが困難となるおそれがあ

ります。旧相馬村区域としては、関係機関との連携を進めながら「こころの健康」づくりに取

り組むとともに、ひきこもりがちな高齢者については、孤独を防ぐような保健・福祉対策を推

進させる必要があります。 

 

（２）その対策 

ア 子育て環境の確保 

① 未就学児童については、相馬こども園を中心とした保育サービスの充実を支援するととも 

に、家庭保育中の保護者については子育て支援センターでサポートするなど、子育て支援サ

ービスの充実を図ります。 

② 就学児童については、放課後児童対策として、相馬小学校内の空き教室を活用し開設して

いる「なかよしクラブ」において健全育成を図ります。 

 

イ 高齢者福祉 

① 在宅の高齢者に対して、介護予防や総合相談支援、虐待の早期発見などの権利擁護などを

行い、高齢者が住み慣れた地域で安心して在宅での生活を送ることができるよう、在宅福祉

サービスの充実を図ります。また、地域住民の協力やボランティアなどの活用の中で、高齢

者世帯に対する「声かけ運動」などを促進し、在宅高齢者に対するきめ細かなサービスの展

開に努めます。 

② 介護保険認定者に対するより適切な介護サービスの提供のため、介護サービスをマネジメ

ントするケアマネジャーの資質向上と同時に提供する介護サービスの質の充実を図ります。 

③ 高齢者の生きがいづくり、健康づくり、引きこもり防止対策として、相馬地区まるごと健

康塾を実施します。 

④ 高齢者の地域間交流を活発化するため、老人クラブ活動等への参加機会の拡充に努めると

ともに、子ども会などとの世代間交流の機会の充実に努めます。 

⑤ 老人クラブについては、高齢者同士の交流、学習、スポーツ、奉仕活動などを一層充実さ

せることにより、大切な生きがいづくりの場となるよう支援します。 
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ウ その他保健及び福祉の増進 

①  町会連合会地区保健衛生委員会、健康づくりサポーター、食生活改善推進員、健幸（けん 

こう）増進リーダーの関係団体などとの連携を深めながら、健康づくり運動を展開します。 

②  医療費増大を抑える予防医学の観点から、早期発見・早期治療のために各種検診及び人間 

ドックなどの受診率向上を図ります。特に、働き盛りである壮年層については、受診しやす

い体制づくりに努めるとともに、生活習慣病予防や介護予防の啓発運動に努めます。 

③  社会福祉活動の中核となる社会福祉協議会との連携を深めながら、各種社会福祉活動を行 

います。障がい者支援としては、勤労意欲を阻害する要因の把握に努めるなど、生活指導、

就労指導を強化し、自立更生の促進に努めます。 

④  社会福祉の必要性が住民一人ひとりに認識される地域社会づくりのためには、住民一人ひ 

とりが要援護者に対する理解を深め、ボランティア活動の自発的な実践が拡がるよう、福祉

教育の推進と活動への参加促進のための啓発活動を推進し、支援します。 

⑤  幅広い年齢層の住民が福祉団体の活動に参加できるよう、住民が無料で利用できる福祉バ 

スを運行し、福祉活動の活発化を図ります。 

⑥ 「こころの健康」づくり対策として、こころの病気に関する知識やその対処方法について 

啓発活動を行い、「こころの健康」に対する意識を高めるとともに、悩みやストレスについ

ての相談体制を充実させ、予防に努めます。また、ひきこもりがちな高齢者の孤独を防ぐた

めの保健・福祉活動を推進します。 

      

（３）計画 

事業計画（令和3年度～令和7年度） 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

子育て環境の確 (1)児童福祉施設      

保、高齢者等の   保育所     

保健及び福祉の   児童館     

向上及び増進   障害児入所施設     

 (2)認定こども園     

 (3)高齢者福祉施設     

 高齢者生活福祉センター     

 老人ホーム     

 老人福祉センター     

 その他    

 (4)介護老人保健施設    

 (5)障害者福祉施設    

 障害者支援施設    

 地域活動支援センター    

 福祉ホーム    

 その他    

 (6)母子福祉施設    

 
(7)市町村保健センター及び

母子健康包括支援センター    

 (8)過疎地域持続的    

 発展特別事業     

 児童福祉     
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 高齢者・障害者福祉 相馬地区まるごと健康塾事業 市  

  ①具体的な事業内容 

相馬地域の高齢者を対象とした生きがいづ

くり・健康づくりのための教室、働き盛り世

代を対象とした食育教室及び全ての世代を対

象とした運動教室を開催します。 

・高齢者教室（4～3月に毎月 1回開催） 

・若返り講座（11～2月に口腔、栄養、運動、

認知症・うつ予防をテーマとした講座を各

1回開催） 

・食育教室（12月に男性を対象に 1回、1 月

に女性を対象に 1 回開催） 

・運動教室（4～3月の毎週火曜日開催、年 45

回程度） 

②事業の必要性 

 本事業は、高齢化が進む相馬地域で 2013

年より実施しており、住民の健康に対する意

識が高まりつつあるが、さらに健康寿命の延

伸を図っていくために、今後も継続していく

必要があります。 

③見込まれる事業効果 

 運動教室や高齢者教室等の開催を継続して

いくことで、相馬地域住民の健康への意識や

関心の高まりが期待できます。 

 教室の開催を通じて習得した健康に関する

知識や技能を、住民自らが生活の中に取り入

れることにより、生活の質の向上と健康寿命

の延伸につながることが期待できます。 

  

    

    

    

    

    

     

  相馬地区福祉バス運営事業 市  

  ➀具体的な事業内容 

 相馬地域内の社会福祉関係団体等の活動を

支援するため、無料バスを運行します。 

 年 60 回、延べ 1,470 人 

②事業の必要性 

相馬地域住民の健康増進と福祉団体等の活

動促進を図ります。 

③見込まれる事業効果 

 相馬地域内の社会福祉関係団体等を対象に

無料バスを運行することで活動が活発にな

り、要援護者との相互理解が深まるとともに

要援護者の社会参加を容易にし、ひいては地

域の活性化に貢献することが期待できます。 

  

    

    

    

    

    

 健康づくり    

 その他     

 基金積立    

 (9)その他     
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８．医療の確保 

 

（１）現況と問題点 

旧相馬村区域では、地域の医療を担ってきた国保診療所が平成17年7月に廃止され、廃止後の施

設を活用して新たに開設された民間診療所が現在も多くの住民に利用されています。 

しかし、隣接の旧弘前市内には複数診療科を有する規模が大きな病院が多数あるほか、交通の

便も改善されたことなどから、民間診療所に代えて旧弘前市内の医療機関を利用する住民も多く

なっています。 

休日・夜間診療体制では、弘前市急患診療所及び休日在宅医による初期救急医療体制、病院群

輪番制による第二次救急医療体制並びに弘前大学医学部附属病院高度救命救急センターによる第

三次救急医療体制により、軽症患者から重症患者までの救急医療提供体制が構築されているほか、

小児医療への対応として津軽地域小児救急医療体制が構築されていますが、第二次救急医療体制

については、令和4年に整備される弘前総合医療センター（仮称）を中心に医療体制の再構築が図

られます。 

旧相馬村区域には、中心部から約8㎞離れた山間に、国の無医地区及び準無医地区の基準に該当

する藍内・沢田の2集落があり、旧相馬村区域内の民間診療所が患者送迎を実施しています。 

住民が希望する医療の提供を受けられる体制は整備されていますが、現状を維持していくため

には、引き続き、津軽地域保健医療圏を構成する市町村及び圏域内の医療機関等と民間診療所が

連携・協力していくことが必要です。 

 

（２）その対策 

① 津軽地域保健医療圏を構成する市町村及び圏域内の医療機関等の連携・協力により、救急医療 

提供体制を維持します。 

② 民間診療所の患者送迎を継続し、藍内・沢田地区住民の受療機会を確保します。 
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９．教育の振興 

 

（１）現況と問題点 

ア 義務教育 

令和3年現在、旧相馬村区域内の義務教育施設としては、小学校と中学校がそれぞれ1校あり

ます。小学校は昭和52年に統合されたもので、少子・高齢化や過疎の進行により、小・中学校

の児童生徒数は減少傾向にあり、本市教育委員会の推計によると、令和9年の児童生徒数は、直

近の12年間で約半数になると見込まれています。 

小学校の校舎は昭和52年に建設されたもので、築後40年以上が経過しています。また、平成

14年に建設された中学校の校舎も築後20年近く経過しており、安全な教育環境を確保するため

には、小・中学校施設ともに、経年劣化による施設の老朽化を踏まえた計画的な修繕・改修が

必要です。さらに、中学校には、食物アレルギー食を調理する給食調理設備が設けられていま

すが、老朽化が著しく、安心・安全な給食の提供のためには、設備の修繕や更新など、適切な

維持管理が必要です。 

  通学環境については、旧相馬村区域の学区は広範囲にわたっており、遠距離から通学する小

学校児童の安全・安心を確保するためにも、スクールバスの活用が必要不可欠です。 

 

  

表７－１ 学校一覧 
  

 

  （単位：人) 《旧相馬村区域》 

学校名 学級数 
児童生徒数 

男 女 計 

相馬小学校 8 44  65 109 

相馬中学校 5 34 38 72 

（令和 3年 5月 1日現在 資料：教育委員会学務健康課） 

 

表７－２  

児童生徒数の推移・推計 
 

 

 

         

《旧相馬村区域》           （単位：人） 

学校名 
推移 推計 

平 28 平 29 平 30 令元 令 2 令 3 令 4 令 5 令 6 令 7 令 8 令 9 

相馬小学校 160  151 144 122 123 109 106 103 89 96 82 79 

相馬中学校 80 66 68 65 69 72 62 55 51 45 54 46 

（令和 3年 9月 16 日現在 資料：教育委員会学校整備課） 

 

●児童生徒数の推移・推計 

●学校一覧 
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イ 社会教育、スポーツ 

    旧相馬村区域の社会教育活動は、主に中央公民館相馬館を拠点として実施しています。地域

住民を対象とした住民講座「相馬熟（ココジュク）」を原則として月一回開催し、地域の活性

化に努めているほか、子ども会活動や高齢者を対象とした移動学習、地域の伝統ある紙漉体験

など、地域の特色を活かした取組を継続的に実施しています。しかし、こうした活動への参加

者は一部の住民に限られているため、より多くの地域住民が参加できるよう、内容や実施時期、

周知方法を検討し、更なる充実を図る必要があります。 

    スポーツ活動については、相馬地区体育協会が中心となって、地域住民を対象とした各種事

業を開催していますが、少子高齢化や地域のつながりの希薄化などから、参加人数は減少傾向

にあります。健康づくりはもとより、地域の連帯意識づくりにおいてもスポーツの果たす役割

は大きいことから、より多くの住民が参加できる事業を展開するとともに、競技力の向上に向

け、指導者や競技団体の育成を推進する必要があります。 

 

ウ 社会教育施設、集会施設、体育施設 

旧相馬村区域の社会教育施設である中央公民館相馬館は、地域の生涯学習の拠点として公民

館事業や学習活動を行い、地域住民に広く利用されています。同館は、地域住民の要望などに

より、平成25年3月から相馬総合支所と御所温泉との複合施設となりました。また、昭和57・58

年度に多目的研修集会施設として設置された「長慶閣」は、地域住民の様々な集会や催事のた

めに利用されていますが、経年劣化による老朽化が散見されることから、利用者が安全に利用

するため、老朽箇所の改修が必要です。 

集会施設の相馬ふれあい館は、地域住民の各種研修会やレクリエーションなどの場として利

用されており、平成27年4月2日、地域住民の要望などにより施設をリニューアルしたほか、運

動広場を整備し、駐車場も収容台数49台を確保しています。 

また、各町会には集会所がそれぞれ1か所あり、地域のコミュニティ施設として活用されてい

ますが、その多くは老朽化しています。地域の伝統である紙漉体験を実施し、地域内外の人々

から好評を博している「紙漉の里」もその一つで、紙漉きの活動を継続するためにも、施設設

備の更新が必要です。 

体育施設は6施設あり、スキー、野球、ゲートボール、水泳など各種競技が盛んに行われるな

ど、地域住民に広く活用されています。しかし、施設の大部分は整備後かなりの年数が経過し

ており、利用率の高いスキー場や相馬球場等の安全快適な利用を継続するためには、老朽箇所

の改修が必要な状況となっています。 

 

 

 

 

《旧相馬村区域》 

施設名 建設年次 建設面積 備考 

中央公民館相馬館 

（長慶閣） 

昭和48年 

昭和58年 

491.97㎡ 

935.40㎡ 

平成25年移転新築 

平成25年改修 

星と森のロマントピア（天文台） 平成元年 230㎡ 平成25年改修 

（資料：教育委員会、観光部) 

●社会教育施設設置状況 
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《旧相馬村区域》 

施設名 建設年次 建設面積 備考 

相馬ふれあい館 昭和52年 467.62㎡ 平成26年改修 

（資料：教育委員会） 

 

 

《旧相馬村区域》 

施設名 主要目的 面積 備考 

相馬ふれあい館運動広場 各種競技 1,230㎡ ナイター設備 

星と森のロマントピア 

そうまロマントピアスキー場 
スキー 32,109㎡ 〃 

相馬球場 
野球、サッカー 

ゲートボール広場 
20,069㎡ 〃 

星と森のロマントピア 

テニスコート 
テニス 6,340㎡ 

ナイター設備 

シャワー室、トイレ付 

体育館 室内各種競技 1,848㎡ 
シャワー室、トイレ付 

(学校開放事業による) 

星と森のロマントピア 

温水プール 
水泳 1,800㎡ 25m×4コース 

（資料：教育委員会、健康こども部） 

 

（２）その対策 

ア 義務教育 

①  老朽化した学校施設の危険箇所を把握し、改修の優先度を見極めるため、小・中学校ごと 

にメンテナンスサイクルを設定し、計画的に改修することにより、学校施設の長寿命化に努

めます。 

②  安心・安全な給食提供を継続するために、老朽化の著しい相馬中学校の給食調理設備を改 

修します。 

③  遠距離通学児童の安全・安心な通学環境を確保するため、スクールバスの運行を計画的に 

実施します。 

 

イ 社会教育、スポーツ 

①  生涯にわたって自己を磨き高めようとする地区住民の学習ニーズに応えるため、家庭・地 

域・学校が連携し、多様な学習機会と充実した学習情報の提供に努めます。また、体制づく

りを推進するためには、社会教育職員の資質向上が不可欠であることから、職員研修等を通

じて人材育成を図ります。 

②  学習への参加意識や学習意欲が高まるよう、主催事業の開催についてはアンケート調査を 

実施して地域住民の意見を反映させます。 

 

●集会施設設置状況 

●体育施設設置状況 
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③  地域住民のスポーツ意識を高めるため、スポーツ指導員などを活用し、ニーズに沿った各 

種スポーツ・レクリエーション教室を積極的に開催するほか、相馬地区体育協会への支援を

継続して実施します。 

 

  ウ 社会教育施設、集会施設、体育施設 

①  大勢の地域住民が集会等を催すことができる多目的研修集会施設「長慶閣」の利用を今後

も継続していくために、老朽化している施設設備を計画的に改修します。 

②  相馬地域の特色ある文化体験活動「紙漉体験」などのコミュニティ活動を推進するため 

に、その会場となる集会所やその設備の改修・修繕を支援します。 

③  地域住民に広く活用されているスキー場や野球場等の安全な利用に供するするため、修繕 

が必要な箇所や危険箇所を把握し、計画的に修繕、改修して、適正な管理運営に努めます。 

 

施設の整備に係る目標については、弘前市公共施設等総合管理計画との整合を図り、長寿命化

や集約化を行うものとします。 

 

（３）計画 

事業計画（令和3年度～令和7年度） 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

教育の振興 (1) 学校教育関連施設    

 校舎    

 屋内運動場    

 屋外運動場    

 水泳プール    

 寄宿舎    

 教職員住宅    

 スクールバス・ボート    

 給食施設 相馬中学校給食調理室空調設備改修工事 市  

 その他    

 (2) 幼稚園    

 (3)集会施設、体育施設等    

 公民館 中央公民館相馬館長慶閣変圧器改修事業 市  

  中央公民館相馬館長慶閣自動扉改修事業 市  

 集会施設 紙漉き体験用縦型乾燥機更新事業 市  

 体育施設 相馬野球場改修事業 市  

 図書館    

 その他    

 (4)過疎地域持続    

 的発展特別事業    

 幼児教育    
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義務教育 相馬小学校スクールバス運行事業 市 

  ➀具体的な事業内容 

相馬小学校に就学する児童の登下校時の送

迎（登校時 1便、下校時 2便）及び、学校校外

行事に係る児童の移送に係る運行業務等を委

託により実施します。 

②事業の必要性 

相馬小学校の通学区域は旧相馬村全域と広

範囲にわたりますが、公共交通機関がないこと

から、相馬小学校に就学する児童の通学手段及

び利便性を確保する必要があります。 

③見込まれる事業効果 

遠距離から相馬小学校まで通う児童が支障

なく通学できるようになり、保護者の負担軽減

につながります。 

  

    

    

    

    

    

 高等学校    

 生涯学習・スポーツ 相馬地区体育協会補助金 市・  

  ➀具体的な事業内容 

相馬地区体育協会が行うスポーツの普及振

興及び競技力の向上を図るための事業に対し

て補助するものです。 

②事業の必要性 

 相馬地域住民のスポーツ普及振興及び競技

力向上のために実施される、各種事業の運営に

は、相応の経費を必要とし、当体育協会の負担

金及び協賛金等だけでは十分な効果が期待で

きないため、引き続き補助を行う必要がありま

す。 

③見込まれる事業効果 

相馬地域住民のスポーツ普及及び競技力向

上が図られ、健康づくりや地域の連帯意識づく

りが推進されます。 

相馬地区体

育協会 
 

   

   

    

    

    

 その他    

 基金積立    

 (5) その他    

      

 

（４）公共施設等総合管理計画等との整合 

弘前市公共施設等総合管理計画では、「学校施設については、「弘前市立小・中学校の教育改

革に関する基本方針」に基づき、教育上の望ましい集団活動が実践できる教育環境を整えていき

ます。」「老朽化が進んでいる施設については、危険箇所の把握・改修を優先的に進めるととも

に、構造体の耐力度や外装・インフラ整備等の劣化状況を把握し、計画保全・予防保全により、

施設の長寿命化に努めます。」としています。 

また、その他の施設は「将来を見据えた行政サービスの提供の必要性を明確にし、市民ニーズ

や施設の性能なども含め、施設ごとの利活用の方向性を検討していきます。」「市民サービスの

維持・向上のために施設の複合化や多目的化を進めます。」としており、「施設の管理にあたっ

ては、維持管理業務の内容や発注方法等の見直しを行い、維持管理費の縮減に努めます。」とし

ています。 

本計画においてもこれらの計画と同様の方針としており、整合性を図りながら、過疎対策に必

要な事業を適切に実施します。 
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１０．集落の整備 

 

（１）現況と問題点 

旧相馬村区域の集落は、明治22年村制の施行により、湯口、黒滝、五所、水木在家、紙漉沢、

坂市、藤沢、相馬、大助、藍内、沢田の11大字をもって相馬村とし、昭和8年、舟打鉱山の発展に

伴い行政区に舟打地区を加えました。昭和22年の地方自治法の施行とともに大字相馬の区域から

山田、前相馬、桐ノ木沢の集落が分かれ、15行政区に区画されましたが、昭和37年9月、貿易自由

化の影響による舟打鉱山の閉山とともに、舟打地区は除外されました。 

その後、昭和56、57年の市営住宅（4棟）建設により安田地区を、また、平成10年には宅地造成

により誕生した昴地区を加え、現在16の行政区となっています。 

集落別の世帯数と人口の推移は、次の表のとおりです。 

  

 

(旧相馬村区域) （単位：世帯） 

     区分 

集落名 

世帯数 

昭和 35 昭和 45 昭和 55 平成 2 平成 7 平成 12 平成 17 平成 22 平成27 

湯口 138 153 154 152 151 151 156 155 156 

昴           66 90 88 88 

安田       52 51 52 52 47 54 

黒滝 65 74 75 80 80 80 87 88 87 

五所 109 111 117 120 125 129 130 126 118 

水木在家 60 61 63 65 67 65 66 65 68 

紙漉沢 134 135 138 138 137 132 128 131 118 

坂市 47 50 49 51 50 46 49 46 40 

藤沢 47 44 44 44 44 42 42 42 40 

相馬 58 59 58 55 55 56 55 56 57 

山田 37 39 34 37 38 36 33 29 30 

大助 42 40 39 37 38 37 37 34 35 

前相馬 33 29 31 32 30 29 30 28 24 

桐ノ木沢 29 29 29 29 27 26 26 25 25 

藍内 41 32 29 28 30 27 27 24 23 

沢田 32 31 19 19 17 14 12 10 10 

舟打 181                 

合 計 1,053 887 879 939 940 988 1,020 994 973 

 

 

 

    

●集落別の世帯数と人口の推
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（単位：人、％） 

   区分 

集落名 

人口 対人口 

S35～H27 昭和35 昭和45 昭和55 平成 2 平成 7 平成12 平成17 平成 22 平成 27 

湯口 771 723 718 665 663 631 622 555 582 △ 24.5 

昴           234 318 278 265 皆増 

安田       181 164 152 128 120 126 皆増 

黒滝 380 358 335 337 306 305 306 293 268 △ 29.4 

五所 620 536 510 503 535 517 507 485 426 △ 31.3 

水木在家 369 298 299 270 267 256 248 232 230 △ 37.6 

紙漉沢 716 650 618 588 568 527 523 481 432 △ 39.6 

坂市 297 238 237 220 207 226 229 206 173 △ 41.7 

藤沢 251 216 188 184 184 170 167 150 144 △ 42.6 

相馬 310 273 260 228 222 192 181 183 170 △ 45.1 

山田 218 186 172 164 142 138 125 104 94 △ 56.8 

大助 238 196 197 165 162 150 151 129 122 △ 48.7 

前相馬 178 118 141 143 116 106 107 91 70 △ 60.6 

桐ノ木沢 170 159 153 136 134 126 113 110 102 △ 40.0 

藍内 246 189 131 107 100 84 79 64 58 △ 76.4 

沢田 192 136 79 64 58 39 36 31 26 △ 86.4 

舟打 745                 皆減 

合 計 5,701 4,276 4,038 3,955 3,828 3,853 3,840 3,512 3,288 △ 42.3 

(出典：国勢調査) 

 

昭和35年と平成27年を比較すると、昴地区と安田地区を除く全ての集落で人口が減少していま

す。特に、小規模で山間に位置する藍内と沢田地区では7割を超える著しい減少となっており、現

状のままでは集落機能の維持が著しく困難な状況となっています。 

こうした事態を打開するため、平成27年からは旧相馬村区域に地域おこし協力隊を配属してお

り、現在までの間、農作業や地域との様々な交流や、地域で収穫したりんご、ブルーベリー等果

物を使用した特産品開発、地域の魅力やSNSを活用した各種情報発信など、各分野の中心となって

活動していますが、価値観や生活様式の多様化などにより住民の連帯感が希薄化し、地域の共同

活動に支障を来しています。 

人口減少が進む中において地域を持続させていくためには、各種団体のコミュニティやボラン

ティア活動、スポーツ活動を活性化しながら、地域の習慣や伝統などの特性を活かした自主的、

主体的な取り組みを支援し、また、それぞれの集落住民が抱える課題（困り事）を自ら解決して

いく、新たな地域コミュニティ組織づくりを進めることが必要です。 
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（２）その対策 

それぞれの集落で、住民一人ひとりが課題解決に向けて、主体的に取り組む住民自治の仕組み

を構築するため、旧相馬村区域住民で構成する協議会を設置し、集落の目配り役を担う人材を育

成し、集落の巡回、状況把握等を実施します。 

そして、将来にわたって地域の習慣や伝統などの特性を活かすことのできる事業の実施につい

て検討します。 

 

（３）計画 

事業計画（令和3年度～令和7年度） 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

集落の整備 (1) 過疎地域集落再編整

備 

(2) 過疎地域持続的発展

特別事業 

集落整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  基金積立 

(3) その他 

 

 

相馬むらづくり協議会負担金 

➀具体的な事業内容 

地域の課題解決を行うことを目的とする協

議会の立ち上げ及び運営に要する経費を負担

します。 

②事業の必要性 

様々な団体の後継者が不足するなかで、住民

自らが問題解決する仕組みをつくることが必

要です。 

③見込まれる事業効果 

協議会主導で様々な課題解決に取り組むこ

とにより、住民自治が充実し、地域の活性化に

つながることから、将来にわたり、過疎地域の

持続的発展に資する事業です。 

 

 

 

市・ 

むらづくり 

協議会 
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１１．地域文化の振興等 

 

（１）現況と問題点 

旧相馬村区域には、毎年、旧暦の小正月に沢田地区で行われ、450年以上続いている伝統行事の

「ろうそくまつり」や、獅子舞、登山囃子などの伝統芸能のほか、貴重な文化財がありますが、

少子高齢化の進行等により人材が不足し、継承が困難になりつつあります。 

また、遺跡等の説明板や古文書が経年劣化により破損してきており、地域文化の伝承に支障を

来たしています。 

地域に根差した文化活動を育成し、次代に引き継いでいくことは、魅力あるまちづくりに必要

不可欠な要素であり、地域住民への啓発等の取組を推進することが必要です。 

 

（２）その対策 

伝統行事、伝統芸能など活動の指導者の確保、養成に努めるとともに、サークルなどの活動の 

支援、育成に努めます。 

また、地域の遺跡等説明板を整備及び地域の歴史遺産である古文書をデジタル化することによ

り、その価値を長期にわたって保存し、整理していきます。住民が手軽に地域文化を学習できる

機会を設け、郷土に対する誇りと愛着心を高める環境づくりを促進します。 

 

施設の整備に係る目標については、弘前市公共施設等総合管理計画との整合を図り、長寿命化

や集約化を行うものとします。 

 

（３）計画 

事業計画（令和3年度～令和7年度） 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

地域文化の振興 

等 

(1) 地域文化振興施設等 

地域文化振興施設 

その他 

(2) 過疎地域持続的発展

特別事業 

地域文化振興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遺跡等説明板整備事業 

 

 

奇習・神秘ろうそくまつり伝承事業費補助金 

➀具体的な事業内容 

毎年、旧暦の小正月に岩屋堂の岩肌にろうそ

くを立て、ろうの流れ具合で豊作等を占う神事

を実行する団体に対し、運営に要する費用の一

部を支援します。 

②事業の必要性 

まつりを継承していた地区住民が高齢化し

人口も 26 人となったため、地区の力だけで 450

年以上続く伝承事業を存続させることが著し

く困難となったことから、運営費用の支援が必

要です。 

③見込まれる事業効果 

沢田地区だけでは存続できない、伝統的な神

事を実行委員で運営し続けていくことにより

地域文化が伝承され、集落の維持につながるこ

 

 

市 

 

 

市・ 

沢田ろうそ

くまつり実

行委員会 
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とが期待されることから、将来にわたり過疎地

域の持続的発展に資する事業です。 

 

弘前市民俗芸能保存育成事業費補助金 

➀具体的な事業内容 

獅子舞を創造・継承するための活動に必要な

経費であり、民俗芸能発表会を運営する費用の

一部を支援します。 

②事業の必要性 

獅子舞・踊などの団体は、母体が地区の集落

単位であり、有志による運営が多くを占めてい

るため、財政基盤が弱く、伝承活動に必要な経

費の確保が難しいことから、運営費の支援が必

要です。 

③見込まれる事業効果 

集落の有志だけでは存続できない、伝承活動

を支援することにより、地域文化が伝承され、

集落の維持につながることから、将来にわたり

過疎地域の持続的発展に資する事業です。 

 

古文書デジタル化推進事業 

➀具体的な事業内容 

本市が所蔵する旧相馬村区域に関連する膨

大な古文書をデジタル化し、公開サイト「おく

ゆかしき津軽の古典籍」にて、自由自在に検

索・閲覧できるようにするものです。 

②事業の必要性 

地域の歴史的資産価値を高め、次世代を担う

人材等に、地域に対する認識を深め、誇りと愛

着を高めてもらうために必要な事業です。 

③見込まれる事業効果 

地域の歴史的遺産の一つである古文書をデ

ジタル化することにより、その価値を地域住民

が再発見できる機会を設けることで、郷土に対

する誇りと愛着心を高めることに寄与するた

め、将来にわたり過疎地域の持続的発展に資す

る事業です。 

 

 

 

市・ 

黒滝獅子舞 

保存会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 

 

 

 

 

 

 

基金積立 

(3)その他    

  

（４）公共施設等総合管理計画等との整合 

弘前市公共施設等総合管理計画において、文化財施設については「日常の点検、清掃等のほか、

周辺環境として、樹木の適正管理、細やかな除排雪の実施など、施設の長寿命化を図るとともに、

引き続き公開活用を推進していきます。」としています。 

また、修理にあたっては「資材及び伝統的な技術の保持者等を計画的に確保するため、修理計

画を策定し、これに併せて、耐震診断及び耐震補強についても計画します。適正な修理の実施と、

耐震補強の実施により、安全な活用と文化財施設の長寿命化を図ります。」としています。 

本計画においてもこれらの計画と同様の方針としており、整合性を図りながら、過疎対策に必

要な事業を適切に実施します。 
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１２．再生可能エネルギーの利用の推進 

 

（１）現況と問題点 

旧相馬村区域には、かつて旧相馬村役場があった場所に、御所温泉(交流施設機能)、中央公民

館相馬館(公民館機能)、相馬総合支所(行政機能)を複合した施設として、相馬庁舎が配置されて

います。 

相馬庁舎では当初より、温室ガスを削減し、環境への負荷を減らし、維持管理コストを低減化

するため、太陽光発電設備を設置し、コスト削減に取り組んでいます。 

また、御所温泉から出る廃湯を熱源として再利用し、相馬庁舎の駐車場の融雪及び暖房設備の

一部として活用し、省エネルギー等の施策を行っていますが、経年劣化による設備の故障等が発

生していることから、定期的に点検を行い、必要に応じて改修するとともに、維持管理を行う必

要があります。 

 

（２）その対策 

定期的な点検に基づいて計画的に整備及び改修を行い、設備の長寿命化を図ります。 

 

施設の整備に係る目標については、弘前市公共施設等総合管理計画との整合を図り、長寿命化

や集約化を行うものとする。 

 

（３）計画 

事業計画（令和3年度～令和7年度） 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

再生可能エネル

ギーの利用の推

進 

(1) 再生可能エネルギー

利用施設 

(2) 過疎地域持続的発展

特別事業 

再生可能エネルギー

利用 

基金積立 

(3) その他 

 

相馬庁舎太陽光発電設備整備事業 

御所温泉整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

市 

市 

 

 

 

 

 

 

  

 

（４）公共施設等総合管理計画等との整合 

弘前市公共施設等総合管理計画において、複合施設については「今後も長く使用していく施設

については、定期的な点検に基づく計画的な保全を行い施設の長寿命化を目指します。」として

います。 

本計画においてもこれらの計画と同様の方針としており、整合性を図りながら、過疎対策に必

要な事業を適切に実施します。 
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事業計画（令和3年度～令和7年度）過疎地域持続的発展特別事業分 

持続的発展施策 事 業 名 
事 業 内 容 事業主体 備考 

区      分 （施設名） 

1 移住・定住 （4）過疎地域持続     

地域間交流の 的発展特別事業    

促進、人材育成 移住・定住    

 地域間交流    

 人材育成    

 その他    

 基金積立    

     

2 産業の振興 (10)過疎地域持続    

 的発展特別事業    

 第１次産業 有害鳥獣駆除活動事業費補助金 市・ 

相馬ハンタ

ークラブ 

農業従事者の生

命又は身体及び作

物の被害を防ぐこ

とにより、農業の

安全・安心な活動

の継続が図られる

とともに、農業所

得の高収入化につ

ながることから、

将来にわたり過疎

地域の持続的発展

に資する事業で

す。 

   
➀具体的な事業内容 

有害鳥獣による、農業従事者の生命又は身体に

係る被害や農作物の被害を防ぐため、相馬地区ハ

ンタークラブが行う駆除や追い払い活動に要す

る経費を補助します。 

②事業の必要性 

有害鳥獣による農作業被害対策を行い、生産活

動環境の安全・安心を保ち、農林業の健全な発展

を図る必要があります。 

③見込まれる事業効果 

農業従事者の生命又は身体及び作物の被害を

防ぐことにより、農業の安全・安心な活動の継続

が図られるとともに、農業所得の高収入化につな

がることから、将来にわたり過疎地域の持続的発

展に資する事業です。 

   

   

     

  

相馬昴農園運営事業 

①具体的な事業内容 

 農業指導を行う指導員の報酬や需用費・役務費

等運営管理に必要な経費を支出します。 

②事業の必要性 

 相馬昴農園は、旧相馬村区域における農業振興

と観光振興を目的とした施設であり、利用者は区

域内外含め多数いますが、料金収入等による独立

採算は困難であることから、存続のためには、市

が負担する必要があります。 

③見込まれる事業効果 

農園での体験を通じて、多くの来訪者が農業の

大切さを理解し、将来の農業を担う人財育成が図

られること、また、農園での農業体験や周辺施設

における観光を通じて、旧相馬村区域の魅力が広

く理解され、関係人口の増加も期待されることか

ら、地域の持続的発展に資する事業です。 

市  農園での体験を

通じて、多くの来

訪者が農業の大切

さを理解し、将来

の農業を担う人財

育成が図られるこ

と、また、農園で

の農業体験や周辺

施設における観光

を通じて、旧相馬

村区域の魅力が広

く理解され、関係

人口の増加も期待

されることから、

地域の持続的発展

に資する事業で

す。 

     

 商工業・6次産業 地域資源活用体制構築事業 市  旧相馬村区域の

食材や工芸品等の

地域資源を活用し

て地域特有の魅力 

 

 

 

➀具体的な事業内容 

市の主導により、旧相馬村区域の地域住民で構

成する組織を立ち上げ、地域食材等を活用した加  
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工品や工芸品等を試作して、地域の魅力を発信す

る仕組みづくりを行います。 

 組織や仕組みづくりにより体制が整い、試作段

階から特産品開発に至った後は、地域住民自らが

主体となってその仕組みを自走させ、特産品開発

を継続展開することにより、地域の産業振興を図

ります。 

②事業の必要性 

 旧相馬村区域の製造業は、人口減少や少子高齢

化に伴い、生産能力が低下し、活気がみられない

状況です。しかし、地域には、農産物生産・活用

に携わる中で培ってきた豊富な経験や知恵を有

する人材があり、その力を集めて地域特有の魅力

ある加工品開発に臨めば、付加価値のある特産品

製作に繋げることができます。ノウハウやアイデ

アに富んだ地域住民による加工品開発の組織・環

境づくりを通して、地域の魅力を付加価値とした

特産品を開発することにより、地域の認知度向

上、経営母体の育成、経営力の強化を図り、相馬

地域の産業を振興することが必要です。 

③見込まれる事業効果 

旧相馬村区域の中で、これまで注目されてこな

かった農産物や工芸品等の資源や人的資源を見

直して特産品を開発・商品化し、その魅力を発信

する活動により、地域の認知度向上、経営母体の

育成、経営力の強化、地域産業の振興が図られま

す。また、魅力発信が地域への誘客を促し、加工

品製作活動等により強まった住民同士の絆とも

相まって、人的交流による地域の活性化にもつな

がることから、将来にわたり過疎地域の持続的発

展に資する事業です。 

ある特産品を開発

することにより、

地域の認知度向

上、経営母体の育

成や経営力の強

化、相馬地域の産

業振興が図られる

ことから、将来に

わたり過疎地域の

持続発展に必要な

事業です。 

   

   

   

     

 情報通信産業    

 

観光 

 

星と森のロマントピアエスコ事業 

①具体的な事業内容 

 施設内の省エネルギーに関する包括的な事業

のうち、ハード整備以外の事業を実施します。 

②事業の必要性 

 施設の永続的な活用の必須課題であるエネル

ギーコストの削減を実施することにより、観光施

設におけるコストパフォーマンスを改善すると

ともに、温室効果ガスの排出量削減を図る必要が

あります。 

③見込まれる事業効果 

省エネ化による経費削減を通じて、施設運営の

健全化が図られるとともに、環境負荷が軽減さ

れ、脱炭素化社会の実現に資するものであること

から、地域の持続的発展に資するものである。 

市 省エネ化による

経費削減を通じ

て、施設運営の健

全化が図られると

ともに、環境負荷

が軽減され、脱炭

素化社会の実現に

資するものである

ことから、地域の

持続的発展に資す

るものである。 

     

 企業誘致    

 その他    

 基金積立    

3 地域におけ （2）過疎地域持続    

る情報化 的発展特別事業    
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 情報化    

 デジタル技術活用    

 基金積立    

4 交通施設の （9）過疎地域持続    

整備、交通手段 的発展特別事業    

の確保  公共交通 地域内フィーダー系統確保維持費補助金  市・ 

民間交通 

機関 

公共交通機関の

空白地帯で運行し

ている、民間交通

機関に支援を行う

ことで、住民の交

通手段が確保され

ることにより、生

活の利便性が保た

れ、ひいては集落

の維持が図られる

ことから、将来に

わたり過疎地域の

持続発展に必要な

事業です。 

  
➀具体的な事業内容 

民間交通機関が行う、旧相馬村区域の住民を対

象とした予約型乗合タクシーの運行に対し支援

します。 

②事業の必要性 

公共交通機関の再構築により空白地帯が発生

しており、高齢者や学生などの交通手段を確保す

る必要があります。 

③見込まれる事業効果 

旧相馬村区域の住民の交通手段が確保される

ことにより、生活の利便性が保たれ、ひいては集

落の維持が図られることから、将来にわたり過疎

地域の持続的発展に資する事業です。 

   

   

  交通施設維持    

  その他    

  基金積立    

5 生活環境の （9）過疎地域持続    

整備 的発展特別事業    

  生活    

  環境    

  危険施設撤去    

 防犯・防災    

  その他    

  基金積立    

     

6 子育て環境 (8) 過疎地域持続    

の確保、高齢者 的発展特別事業    

等の保健及び福 児童福祉    

祉の向上及び 高齢者・障害者福祉 相馬地区まるごと健康塾事業 市 運動教室や高齢

者教室等の開催継

続により地域住民

の健康への意識や

関心の高まりが期

待でき、教室開催

を通じて習得した

健康に関する知識

や技能を住民自ら

が生活の中に取り

入れることによ

り、生活の質の向

上と健康寿命の延

伸が期待されるこ

とから、将来にわ

たり過疎地域の持

続的発展に必要な

事業です。 

増進  ➀具体的な事業内容 

 相馬地域の高齢者を対象とした生きがいづく

り・健康づくりのための教室、働き盛り世代を対

象とした食育教室及び全ての世代を対象とした

運動教室を開催します。 

・高齢者教室（4～3月に毎月 1回開催） 

・若返り講座（11～2 月に口腔、栄養、運動、認

知症・うつ予防をテーマとした講座を各 1回開

催） 

・食育教室（12月に男性を対象に 1回、1月に女

性を対象に 1回開催） 

・運動教室（4～3月の毎週火曜日開催、年 45 回

程度） 

②事業の必要性 

 本事業は、高齢化が進む相馬地域で 2013 年よ

り実施しており、住民の健康に対する意識が高ま

りつつあるが、さらに健康寿命の延伸を図ってい
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くために、今後も継続していく必要があります。 

③見込まれる事業効果 

 運動教室や高齢者教室等の開催を継続してい

くことで、相馬地域住民の健康への意識や関心の

高まりが期待できます。 

 教室の開催を通じて習得した健康に関する知

識や技能を、住民自らが生活の中に取り入れるこ

とにより、生活の質の向上と健康寿命の延伸につ

ながることが期待できます。 

     

  相馬地区福祉バス運営事業 市 社会福祉関係団体

等を対象に無料バ

スを運行すること

で、活動が活発に

なり、要援護者と

の相互理解が深ま

るとともに、要援

護者の社会参加を

容易にし、ひいて

は地域の活性化に

貢献することが期

待できることか

ら、将来にわたり

過疎地域の持続的

発展に必要な事業

です。 

  ①具体的な事業内容 

 相馬地域内の社会福祉関係団体等の活動を支

援するため、無料バスを運行します。 

 年 60 回、延べ 1,470 人 

②事業の必要性 

 相馬地域住民の健康増進と福祉団体等の活動

促進を図ります。 

③見込まれる事業効果 

 相馬地域内の社会福祉関係団体等を対象に無

料バスを運行することで活動が活発になり、要援

護者との相互理解が深まるとともに要援護者の

社会参加を容易にし、ひいては地域の活性化に貢

献することが期待できます。 

 

   

   

   

   

   

 健康づくり    

 その他    

 基金積立    

7 医療の確保 (3) 過疎地域持続    

 的発展特別事業    

 自治体病院    

 民間病院    

 その他    

 基金積立    

8 教育の振興 (4) 過疎地域持続    

 的発展特別事業    

 幼児教育    

 義務教育 相馬小学校スクールバス運行事業 市  遠距離からの通

学手段が確保され

ることにより、児

童が必要な教育を

受けることが可能

となり、学力の向

上が図られ人材の

育成へとつながる

ことから、地域の

持続的発展に資す

るものです。 

  ➀具体的な事業内容 

相馬小学校に就学する児童の登下校時の送迎

（登校時 1便、下校時 2便）及び、学校校外行事

に係る児童の移送に係る運行業務等を委託によ

り実施します。 

②事業の必要性 

相馬小学校の通学区域は旧相馬村全域と広範

囲にわたりますが、公共交通機関がないことか

ら、相馬小学校に就学する児童の通学手段及び利

便性を確保する必要があります。 

③見込まれる事業効果 

遠距離から相馬小学校まで通う児童が支障な

く通学できるようになり、保護者の負担軽減につ

ながります。 
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 高等学校    

 生涯学習・スポーツ 相馬地区体育協会補助金 市・相馬地

区体育協会 

 旧相馬村区域の

住民のスポーツ普

及や競技力向上が

図られ、健康づく

りや地域の連帯意

識づくりが推進さ

れることで、平均

寿命の向上や地域

活力の活性化につ

ながることから、

地域の持続的発展

に資するもので

す。 

 

  ①具体的な事業内容 

相馬地区体育協会が行うスポーツの普及振興

及び競技力の向上を図るための事業に対して補

助するものです。 

②事業の必要性 

相馬地域住民のスポーツ普及振興及び競技力

向上のために実施される、各種事業の運営には、

相応の経費を必要とし、当体育協会の負担金及び

協賛金等だけでは十分な効果が期待できないた

め、引き続き補助を行う必要があります。 

③見込まれる事業効果 

相馬地域住民のスポーツ普及及び競技力向上

が図られ、健康づくりや地域の連帯意識づくりが

推進されます。 

  

   

   

   

   

 その他    

 基金積立    

9 集落の整備 (2) 過疎地域持続    

 的発展特別事業    

 集落整備 相馬むらづくり協議会負担金 市・ 

相馬むらづ

くり協議会 

 協議会主導で

様々な課題解決に

取り組むことによ

り、住民自治が充

実し、地域の活性

化につながること

から、将来にわた

り、過疎地域の持

続的発展に資する

事業です。 

  
➀具体的な事業内容 

地域の課題解決を行うことを目的とする協議

会の立ち上げ及び運営に要する経費を負担しま

す。 

②事業の必要性 

様々な団体の後継者が不足するなかで、住民自

らが問題解決する仕組みをつくることが必要で

す。 

③見込まれる事業効果 

協議会主導で様々な課題解決に取り組むこと

により、住民自治が充実し、地域の活性化につな

がることから、将来にわたり、過疎地域の持続的

発展に資する事業です。 

   

   

 基金積立    

10 地域文化の (2) 過疎地域持続    

振興等 的発展特別事業    

 地域文化振興 奇習・神秘ろうそくまつり伝承事業費補助金 市・ 

沢田ろうそ

くまつり実

行委員会 

沢田地区だけで

は存続できない、

伝統的な神事を実

行委員で運営し続

けていくことによ

り地域文化が伝承

され、集落の維持

につながることが

期待されることか

ら、将来にわたり

過疎地域の持続的

発展に資する事業

です。 

  

➀具体的な事業内容  

毎年、旧暦の小正月に岩屋堂の岩肌にろうそく

を立て、ろうの流れ具合で豊作等を占う神事を実

行する団体に対し、運営に要する費用の一部を支

援します。 

②事業の必要性 

まつりを継承していた地区住民が高齢化し人

口も 26 人となったため、地区の力だけで 450 年

以上続く伝承事業を存続させることが著しく困

難となったことから、運営費用の支援が必要で

す。 

③見込まれる事業効果 

沢田地区だけでは存続できない、伝統的な神事

を実行委員で運営し続けていくことにより地域

文化が伝承され、集落の維持につながることが期
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待されることから、将来にわたり過疎地域の持続

的発展に資する事業です。 

     

  弘前市民俗芸能保存育成事業費補助金 市・ 

黒滝獅子舞

保存会 

集落の有志だけ

では存続できな

い、伝承活動を支

援することによ

り、地域文化が伝

承され、集落の維

持につながること

から、将来にわた

り過疎地域の持続

的発展に資する事

業です。 

  
➀具体的な事業内容 

獅子舞を創造・継承するための活動に必要な経

費であり、民俗芸能発表会を運営する費用の一部

を支援します。 

②事業の必要性 

獅子舞・踊などの団体は、母体が地区の集落単

位であり、有志による運営が多くを占めているた

め、財政基盤が弱く、伝承活動に必要な経費の確

保することが難しいことから、運営費の支援が必

要です。 

③見込まれる事業効果 

集落の有志だけでは存続できない、伝承活動を

支援することにより、地域文化が伝承され、集落

の維持につながることから、将来にわたり過疎地

域の持続的発展に資する事業です。 

   

   

     

  古文書デジタル化推進事業 市 地域の歴史的遺

産の一つである古

文書をデジタル化

することにより、

その価値を地域住

民が再発見できる

機会を設けること

で、郷土に対する

誇りと愛着心を高

めることに寄与す

るため、将来にわ

たり過疎地域の持

続的発展に資する

事業です。 

  ➀具体的な事業内容 

本市が所蔵する旧相馬村区域に関連する膨大

な古文書をデジタル化し、公開サイト「おくゆか

しき津軽の古典籍」にて、自由自在に検索・閲覧

できるようにするものです。 

②事業の必要性 

地域の歴史的資産価値を高め、次世代を担う人

材等に、地域に対する認識を深め、誇りと愛着を

高めてもらうために必要な事業です。 

③見込まれる事業効果 

地域の歴史的遺産の一つである古文書をデジ

タル化することにより、その価値を地域住民が再

発見できる機会を設けることで、郷土に対する誇

りと愛着心を高めることに寄与するため、将来に

わたり過疎地域の持続的発展に資する事業です。 

 

   

   

 基金積立    

11 再生可能エ (2) 過疎地域持続    

ネルギーの利用 的発展特別事業    

の推進 再生可能エネルギ    

 ―利用施設    

 基金積立    

12 その他地域     

の持続的発展に     

関し必要な事項     

 


